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令和４年１２月中川村議会定例会議事日程（第１号） 

令和４年１２月６日（火） 午前９時００分 開会 

 

日程第 １  会議録署名議員の指名 

日程第 ２  会期の決定について 

日程第 ３  諸般の報告 

日程第 ４ 議案第 １号  中川村一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

日程第 ５ 議案第 ２号  中川村議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

日程第 ６ 議案第 ３号  中川村特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の一部を改正する

条例の制定について 

日程第 ７ 議案第 ４号  中川村職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

日程第 ８ 議案第 ５号  中川村一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制

定について 

日程第 ９ 議案第 ６号 中川村第２号会計年度任用職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例の制定について 

日程第 10 議案第 ７号 財産の処分について 

日程第 11 議案第 ８号 中川村辺地対策総合整備計画の変更について 

日程第 12 議案第 ９号 土地改良事業計画の概要について 

日程第 13 議案第 10 号 令和４年度中川村一般会計補正予算（第６号） 

日程第 14 議案第 11 号 令和４年度中川村水道事業会計補正予算（第３号） 

日程第 15 議案第 12 号 令和４年度中川村下水道事業会計補正予算（第３号） 

日程第 16 一 般 質 問 

 

７番  島 崎 敏 一 

（１）ＬＧＢＴＱ（性的少数者）の方々が、安心して暮らすための取り組みについて 

（２）村内の男性の育児休業の促進に関して 

（３）美しい村連合に加盟している村としての、古民家保全・活用について 

 

４番  長 尾 和 則 

（１）地区（自治組織）における課題解決について 

（２）中川村村営墓地の増設について 

（３）中学生のキャリア教育推進について 

 

３番  中 塚 礼次郎 

（１）帯状疱疹予防のためのワクチン接種補助制度について 
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（２）農水省による「肥料価格高騰対策」について 

 

５番  桂 川 雅 信 

（１）熱海の土石流事件の教訓をどう活かすか（その２） 

～市町村も責任を問われる時代になる 

（２）半の沢の盛土の記録保全について 

（３）発達障害・不登校の児童生徒の教育機会の確保について（その１） 

～まず、化学物質過敏症の実態調査からはじめては～ 
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出席議員（１０名） 

 

１番  片 桐 邦 俊 

２番  松 村 利 宏 

３番  中 塚 礼次郎 

４番  長 尾 和 則 

５番  桂 川 雅 信 

６番  山 崎 啓 造 

７番  島 崎 敏 一 

８番  大 島   歩 

９番  大 原 孝 芳 

10 番  松 澤 文 昭 

 

 

欠席議員（０名） 

 

 

説明のために参加した者 

 

村長  宮 下 健 彦  副村長  富 永 和 夫 

教育長  片 桐 俊 男  
総務課長 
会計管理者  松 村 恵 介 

地域政策課長  眞 島   俊  住民税務課長  小 林 郁 子 

保健福祉課長  水 野 恭 子  産業振興課長  宮 﨑 朋 実 

建設環境課長  松 澤 広 志  リニア対策室長  小 林 好 彦 

教育次長  上 山 公 丘     

 

 

職務のために参加した者 

 

議会事務局長 桃 澤 清 隆 

書    記 座光寺 てるこ 
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令和４年１２月中川村議会定例会 

会議のてんまつ 

令和４年１２月６日 午前９時００分 開会 

○事務局長  御起立願います。（一同起立）礼。（一同礼）御着席ください。（一同着席） 

○議  長  おはようございます。（一同「おはようございます」） 

御参集御苦労さまです。 

ただいまの出席議員数は全員です。定足数に達していますので、ただいまから令和

４年 12 月中川村議会定例会を開会します。 

これから本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付したとおりです。 

ここで村長の挨拶をお願いいたします。 

○村  長  おはようございます。（一同「おはようございます」） 

中川村議会 12 月定例会の開催をお願いいたしましたところ、議員各位におかれま

しては、それぞれ御多用の中、全員、定刻に御参集を賜りましたこと、誠にありがと

うございます。 

季節は晩秋から初冬へと移り、高山の頂は白く雪化粧し、伊那谷の冬の美しさを際

立たせる季節を迎えております。同時に、今年も残すところ一月を切っております。 

前回――９月定例会以後の主立った村の取組についてまず申し上げます。 

発行株3,630株のうち村が2,112株の 58％を所有しております中川観光開発株式会

社の株主総会が９月 26 日に開催され、令和３年７月１日～令和４年６月 30 日にわた

る第 52 期事業年度事業報告及び決算報告、そして監査報告並びに第 53 期事業計画案

を提案し、原案どおり可決をいただきました。 

第 52 期事業年度は、昨年末から再拡大しました第６波の新型コロナウイルス感染

症と今夏にかけて第７波が流行するという終息が見えない中での営業となり、年明け

後は、一時、宿泊、風呂及び食堂の営業を全て中止するなど、苦しい運営を強いられ

ました。 

加えて、ロシアのウクライナ侵攻の影響による食料品等の原材料費の高騰、石油・

ガス・電気料の価格高騰が経営を圧迫したことから、非常に厳しい営業結果となりま

した。 

コロナ禍におけます事業継続のため、ふれあい観光施設指定管理料及び燃油高騰で

高齢者憩いの家指定管理料の追加支援、新型コロナワクチン接種会場使用料等、1,700

万円余の支援を村から受けたものの、マイナス 1,026 万 8,000 円の損失決算となりま

した。 

また、97 万 6,000 円の債務超過に陥っております。この件につきましては会期中の

議会全員協議会で詳しく報告を申し上げます。 

現在は、全国旅行支援の後押しもあり、土日を中心に宿泊客は多く、順調ではあり

ますが、コロナによる宴会の差し控えにより宴会売上げが伸びず、加えて光熱費や食
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材費などの物価高騰分が利益を圧縮する状況が続いております。 

日本で最も美しい村連合は、設立をしました 10 月４日前後をビューティフルデー

として、加盟町村、地域一斉に美化活動を展開しております。 

坂戸公園及び県道大草坂戸線坂戸橋前後の清掃活動を坂戸橋保存会、北組壮年団の

皆さん、美しい村ふるさと応援団、美しい村協賛企業社員の皆さんなど総勢 24 人で半

日、清掃活動を行いました。 

10 月 30 日には美しい村まつり ｉｎ ＴＯＫＹＯで加盟町村の伝統芸能の披露で

すとか物産展があり、村も特産品を持って参加をいたしました。 

同日夜は連合サポーター企業の皆さんと情報交換を行ってまいったところでありま

す。 

サポーター企業の紹介で 12 月２日にはなかがわ村物産展ｉｎ東京神田の物産販売

企画を行い、概ね完売をしてまいりました。 

また、連合加盟の再審査で高評価を受けた伊那市高遠町と中川村で２日間現地学習

会を開催し、加盟町村、サポーター企業など、関係者が座学と現地視察を 11 月 11、

12 日の２日間で行ってまいりました。 

11 月４日から６日の３日間は村の文化祭が開催され、多種多様な出品作品を鑑賞す

る機会がありました。 

とりわけ６日の文化祭ステージ発表の部では和・洋舞踊、ダンス、太鼓・ドラムス・

フルート演奏、金管楽器の吹奏、ピアノ演奏と発表の構成も工夫されておりまして、

久々に観客も多かったこともありますが、村民の皆さんの持っているエネルギーを感

じたところであります。 

歴史民俗資料館特別企画、小池彦右衛門さん旅に出るも興味深い内容であったと聞

いておりますし、アンフォルメル中川村美術館企画展も実験的な取組が展開されてお

るなど、文化の秋にふさわしい催しが開催されました。 

また、学校創立 150 年目に当たる今年は、中川西小学校は 10 月 29 日に、中川東小

学校は 11 月 12 日に記念式典が執り行われ、それぞれの学校の歴史が紹介され、児童

の特徴的な取組の発表も見させていただきました。小学校を支えていただいている地

域、保護者の皆様にお礼を改めて申し上げます。 

新型コロナウイルス感染症の流行は第８波の山に入っております。 

長野県では、11月27日には確保病床531床に対して376床の使用率70.8％となり、

第７波のピーク８月21日の68.1％を超え、新規感染者1,295人を記録する事態となっ

ております。病床使用率につきましては 12 月４日の時点で再び 70.8％になっており

ます。 

また、11 月 28 日の時点でありますけれども、県内の 10 月以降の死者は 125 人であ

りますが、死亡累計 471 人の４分の１を超えております。亡くなった 125 人の９割以

上となる 114 人の方は 65 歳以上でありまして、基礎疾患のある方であるという報道

がされております。 

村は 60 歳未満の方を対象にＢＡ.５型オミクロン株に対応する４回目のワクチン集
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団接種を 11 月に社会体育館で行いました。対象者 2,115 人に対して 48％に当たる

1,007 人が接種し、狙いとしておりました 60 歳以下で３回接種済みの対象者 1,583 人

のうち 917 人が今回４回目の接種を終えたことになり、率にして 60％の方が抗体を得

たものと考えております。 

引き続き 60 歳以上の高齢者及び基礎疾患のある方を対象に 12 月 16 日から７日間

の集中期間で接種を行ってまいります。 

11 月 24 日発表の令和４年 11 月の内閣府月例報告では、基調判断として「景気は、

緩やかに持ち直している。」、 

先行きについては、ウィズコロナの下で、各種政策の効果もあって、景気が持ち

直していくことが期待される。ただし、世界的な金融引締め等が続く中、海外景気

の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、供給

面での制約、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。 

としております。10 月の基調判断と、これはさほど変わっておりません。 

政策態度としては、足元の物価高などの難局を乗り越え、日本経済の再生を図るべ

く、物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策を迅速かつ着実に実行するとい

うふうに断言をしております。 

本日の会議に提案しますのは、さきに触れました中川観光開発株式会社の経営状況

についての報告が１件、人事院勧告を受けまして一般職職員の給与改定、議会議員の

報酬の改定、常勤の特別職職員の給与改定等、条例の一部改正が３件、職員の定年年

齢の段階的な引上げとこれに関連する条例を改正する条例が２件、会計年度任用職員

の給与に関する条例の改正１件を提案させていただきます。 

また、半の沢橋に代わり盛土して県道を築造するのに当たりまして村所有地を売却

する財産処分案１件のほか、辺地対策総合整備計画の変更と小和田地区の土地改良計

画の概要をお示しする２件の議案、農業資材・燃油価格が高騰していることに対して

農業事業者・介護保険事業所支援を柱といたします一般会計第６号補正予算等、補正

予算３件を含め、合わせて 12 の議案を提案いたします。 

何とぞ、慎重な御審議の上、全員の御同意を賜りますようお願い申し上げまして、

定例会開会の挨拶といたします。 

よろしくお願いします。 

○議  長  日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 

本定例会の会議録署名議員は、議会会議規則第 127 条の規定により５番 桂川雅信

議員及び６番 山崎啓造議員を指名します。 

日程第２ 会期の決定についてを議題とします。 

本定例会の会期については、過日、議会運営委員会を開催し協議しています。 

この際、議会運営委員長の報告を求めます。 

〇議会運営委員長 （片桐 邦俊） 過日行いました議会運営委員会について報告いたします。 

皆さんのお手元に定例会の予定表が配付されておりますが、本定例会の会期を本日

12 月６日から 12 日までの７日間とするものです。 
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次に日程ですが、本日は議案第１号から議案第６号までの条例案件、議案第７号か

ら議案第９号までの一般議案、議案第 10 号から議案第 12 号までの各会計補正予算に

ついて、上程、提案理由の説明から質疑、討論、採決までお願いします。 

引き続き一般質問を行います。 

７日は午前９時から本会議をお願いし、一般質問を行います。 

一般質問終了後、全員協議会を行います。 

８日は委員会の日程としますので、その中で付託案件の委員会審査をお願いします。 

９日は議案調査とします。 

最終日の 12 日は午後２時から本会議をお願いし、請願、陳情に対する委員長報告、

質疑、討論、採決を行い、意見書等の発議がありましたら上程、趣旨説明、質疑、討

論、採決を行っていただく予定です。 

以上が今定例会の会期及び日程ですが、円滑な議会運営ができますようここにお願

い申し上げまして、報告とさせていただきます。 

○議  長  お諮りします。 

本定例会の会期は議会運営委員長の報告のとおり本日から 12 日までの７日間とし

たいと思いますが、御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  異議なしと認めます。したがって、会期は本日から 12 日までの７日間と決定しまし

た。 

日程第３ 諸般の報告を行います。 

初めに、監査委員から例月出納検査及び定期監査の報告があり、写しをお手元に配

付しておきましたので、御覧いただき、御了承願います。 

次に、去る９月定例会において可決された「香料の安全性に対する実効性のある法

改正を求める意見書」については、内閣総理大臣をはじめ関係各機関へ提出しておき

ましたので、御了承願います。 

次に、本定例会までに受理した請願、陳情については、議会会議規則第 92 条の規定

によりお手元に配付の請願・陳情文書のとおり所管の常任委員会に付託します。 

次に、本定例会に提出される議案は一覧表としてお手元に配付しておきましたので、

御了承願います。 

次に、村長から行政報告の申出がありました。 

報告第１号について説明を求めます。 

なお、報告第１号 中川観光開発株式会社の経営状況については、後ほど時間を取

り細部について説明を受ける予定ですので、御承知おきください。 

報告第１号の説明を求めます。 

○産業振興課長  報告第１号 中川村観光開発株式会社の経営状況について御説明をいたします。 

本件は地方自治法の規定に基づき同社に係る第 52 期の営業報告及び決算並びに第

53 期の事業計画について報告するものです。 

報告書の第 52 期事業報告にありますように、新型コロナウイルス感染症の終息が

- 8 - 

いまだに見えない中、さらに光熱費や物価高騰の影響により今期の売上高は 9,803 万

8,000 円、前期比 394 万 7,000 円の増となりましたが、売上げ原価の増、村からの事

業継続指定管理料の減等により、最終損益はマイナス 1,008 万 5,000 円と大幅な赤字

となりました。 

主な要因としましては、昨年８月から９月の新型コロナ感染拡大第５波により夏期

合宿の受入れがほぼなかったこと、年明けからの感染再拡大により蔓延防止措置が発

出されたことによる売上げの減少、加えて原材料、電力、燃料費が約３割上昇したこ

となどが挙げられます。 

施設運営の面では、調理師、接客係の人員不足が続いており、人材確保が喫緊の課

題となっております。 

第 53 期においては、新型コロナ感染症や物価高騰などの先行きが見通せない中、引

き続き厳しい経営状況が続くことが予想されますが、村内事業者と連携した新たな宿

泊プランの造成、まきボイラー等環境に優しい施設のＰＲ、合宿客の呼び戻しなどに

より売上げの回復に努力し、赤字脱却に向けて社員、役員が一丸となって取り組んで

いく方針が９月 26 日に開催されました株主総会で確認をされております。 

村としましても、村内観光の中核としての機能をより発揮できますよう、引き続き

各方面からの御支援をお願い申し上げ、この場での説明とし、詳細につきましては席

を改めて御説明をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

○議  長  以上で諸般の報告を終わります。 

お諮りします。 

日程第４ 議案第１号 中川村一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

日程第５ 議案第２号 中川村議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条

例の一部を改正する条例の制定について 

日程第６ 議案第３号 中川村特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の一

部を改正する条例の制定について 

以上の３議案について議会会議規則第 37 条の規定により一括議題にしたいと思いま

すが、御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  異議なしと認めます。したがって、日程第４ 議案第１号から日程第６ 議案第３

号までを一括議題とします。 

提案理由の説明を求めます。 

○総務課長  それでは議案第１号について提案説明をいたします。 

例規集は第１巻 781 ページになります。 

提案理由は、国家公務員の給与改定に準じて一般職の職員の給与改定を行うため本

案を提案するものです。 

人事院は、国家公務員の給与について政府勧告を行い、本年 11 月 11 日、人事院勧

告に従った一般職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律が成立しました。 
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月例給につきましては、民間給与との格差 921 円、0.23％を踏まえ俸給表の改定を

行い、高卒者初任給を 4,000 円引上げ、20 代に重点を置き、30 代までの職員が在職す

る１級～３級の号俸を中心とした改定になっています。 

ボーナスについては、民間の支給状況に合わせ 0.1 月分引上げ、年間 4.4 月分の改

定になっています。 

村でも国家公務員の給与改定に準じて一般職の給与改定を行うものです。 

改正の内容でありますが、第１条では、勤勉手当の支給率を一般職「100 分の 95」

を「100 分の 105」へ、特定幹部職員「100 分の 115」を「100 分の 125」へ改定し、期

末手当と合わせて 12 月の支給で年間 4.4 月分、0.1 月引き上げるように改めます。 

再任用職員についても同様に勤勉手当の支給率を改定し、12月の支給で年間2.2月、

0.05 月引上げになるように改めます。 

加えまして、別表第１の行政職給料表を表のとおりに改めます。 

一番最後のページになりますが、第２条であります。 

第２条では、勤勉手当の支給率を改定し、令和５年４月以降のボーナスの支給率を

６月 12 月の支給で一般職では年間 4.4 月分、再任用職員は年間 2.2 月となるように

改めます。 

施行期日は公布の日からであります。 

第２条の規定の支給率は令和５年４月１日から施行します。 

第１条の別表第１の行政職給料表は令和４年４月１日から、ボーナスの支給につき

ましては令和４年 12 月１日から適用します。 

続きまして議案の第２号をお願いいたします。 

例規集につきましては第１巻 703 ページからになります。 

提案理由は、一般職の職員の給与の改定に準じて議員の期末手当につきましても同

様に改定するため本案を提案するものであります。 

改正の内容でありますが、裏面をお願いいたします。 

第１条では、ボーナスの支給率を「100 分の 162.5」を「100 分の 167.5」に改め、

12 月の支給で年間 3.3 月分、0.05 月引き上げるように改めます。 

第２条では、令和５年４月以降のボーナスの支給率を 100 分の 165 に改め、６月 12

月の支給で年間 3.3 月分となるように改めます。 

施行期日は公布の日から、第２条の規定の支給率は令和５年４月１日から施行しま

す。 

第１条の支給率は令和４年 12 月のボーナスに適用します。 

続きまして議案第３号をお願いいたします。 

例規集につきましては第１巻の 721 ページからになります。 

村の一般職の職員の給与改定に準じて村長、副村長、教育長の期末手当も同様に改

正を行うため本案を提案するものです。 

裏面をお願いいたします。 

改正の内容につきましては、議員と同様に、第１条ではボーナスの支給率を 12 月の
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支給で年間 3.3 月分、0.05 月分引き上げるように改めます。 

第２条では、令和５年４月以降のボーナスの支給率を６月 12 月の支給で年間 3.3 月

となるように改めます。 

施行期日は公布の日から、第２条の規定の支給率は令和５年４月１日から施行しま

す。 

第１条の規定の支給率は令和４年 12 月のボーナスに適用します。 

以上、よろしく御審議をお願いいたします。 

○議  長  説明を終わりました。 

これから本３議案について一括して質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  質疑なしと認めます。 

次に議案第１号について討論を行います。 

討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  討論なしと認めます。 

これから議案第１号の採決を行います。 

本案は原案のとおり決定することに賛成の方は挙手願います。 

〔賛成者挙手〕 

○議  長  全員賛成です。したがって、議案第１号は原案のとおり可決されました。 

次に議案第２号について討論を行います。 

討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  討論なしと認めます。 

これから議案第２号の採決を行います。 

本案は原案のとおり決定することに賛成の方は挙手願います。 

〔賛成者挙手〕 

○議  長  全員賛成です。したがって、議案第２号は原案のとおり可決されました。 

次に議案第３号について討論を行います。 

討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  討論なしと認めます。 

これから議案第３号の採決を行います。 

本案は原案のとおり決定することに賛成の方は挙手願います。 

〔賛成者挙手〕 

○議  長  全員賛成です。したがって、議案第３号は原案のとおり可決されました。 

お諮りします。 
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日程第７ 議案第４号 中川村職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

日程第８ 議案第５号 中川村一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正

する条例の制定について 

以上の２議案について議会会議規則第 37 条の規定により一括議題としたいと思いま

すが、御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  異議なしと認めます。したがって、日程第７ 議案第４号及び日程第８ 議案第５

号を一括議題とします。 

提案理由の説明を求めます。 

○総務課長  それでは議案第４号について提案説明をいたします。 

例規集は第１巻 517 ページからになります。 

提案理由は、定年の引上げを目的とした地方公務員法の改正を踏まえ、中川村職員

の定年を引上げ、管理監督職勤務上限年齢制及び定年前再任用短時間勤務制を導入す

るため本案を提出するものであります。 

定年延長の概要につきましては、さきの全員協議会で説明をさせていただきました

が、条例の内容について新旧対照表で説明をさせていただきたいと思います。横長の

新旧対照表でお願いをしたいと思います。 

まず、目次につきましては、条項が増えるため章立てとして整理をいたします。 

第１章は総則になります。 

第２章は定年制度に関する事項になります。 

第３条では定年年齢を 65 歳に定めます。 

第４条は定年による退職の特例に関するもので、定年に達した職員について３年を

限度に引き続き勤務させることができる旨を定めます。 

２ページの中段ほどをお願いいたします。 

３章になります。３章は管理監督職勤務上限年齢制、いわゆる役職定年に関する事

項になります。 

第６条では対象となる管理監督職の範囲として管理職手当を受ける職及びこれに準

ずる職として定めます。 

第７条では役職定年の年齢を 60 歳に定めます。 

３ページをお願いいたします。 

第８条では降任等を行うに当たって遵守すべき事項を定めます。 

第９条から第 11 条までは役職定年の特例任用に関する事項で、公務に著しい支障

が生じると認められる場合、引き続き管理監督職を占めたまま３年を上限として勤務

させることができる旨を定めます。 

５ページをお願いいたします。 

中ほどの第４章につきましては定年前再任用短時間勤務制に関する事項になります。 

第 12 条では 60 歳に達した日以降に退職した職員について短時間勤務の職に採用で

- 12 - 

きる旨を定めます。 

第 13 条では一部組合及び広域連合を退職した職員について短時間勤務の職に採用

できる旨を定めます。 

６ページをお願いいたします。 

附則でありますが、第 14 条第３項では定年に関する経過措置として令和５年４月

１日から令和 13 年３月 31 日の間において２年に１歳ずつ定年を引き上げることを定

めます。 

第４項では、60 歳に達する年度の前年度において職員に対して 60 歳以降に適用さ

れる任用及び給料に関する内容、その他必要な事項を提供し、60 歳以降の勤務の意思

を確認するよう努めることを定めます。 

施行期日は令和５年４月１日からになります。 

また、改正附則では経過措置が定められています。 

続きまして議案第５号について提案説明をいたします。 

提案理由は、定年等に関する条例の改正に関連する条例の一部改正及び廃止を行う

ため本案を提案するものであります。 

引き続き新旧対照表のほうで説明をさせていただきたいと思いますので、よろしく

お願いいたします。 

まず、第１条では中川村一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正いたします。 

１ページの２条をはじめ、全体にわたりまして「再任用短時間勤務職員」を「定年

前再任用短時間勤務職員」に改めます。 

第８条の３でありますが、ここでは定年前再任用短時間勤務職員の給料月額の算出

の方法について定めます。 

２ページをお願いします。 

第 18 条では定年前再任用短時間勤務職員の時間外勤務手当の支給について定めま

す。 

３ページになります。 

第 24 条では定年前再任用短時間勤務職員の期末手当の支給について定めます。 

第 26 条、第 27 条では定年前再任用短時間勤務職員の勤勉手当の支給について定め

ます。 

４ページをお願いいたします。 

第９項では、当分の間、60 歳に達した日以降における最初の４月１日以降の給料は

職員の受ける号給に応じた額の７割とすることを定めます。 

第 10 項では給料月額７割措置を適用しない職員を定めます。 

下段の第 11 項から５ページの続きでありますが、これにつきましては管理監督職

上限年齢調整額に関することで、役職定年での降任による減額と給料月額７割措置に

より二重の給料月額引下げを受ける職員に対して、当分の間、当該職員に調整額を給

料として支給できるように定めます。 

第 12 項から第 14 項については管理監督職勤務上限年齢調整額の支給について定め
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ます。 

６ページ７ページの表につきましては職員の区分を改めております。 

以上が中川村一般職の職員の給与に関する条例の改正になります。 

続きまして８ページをお願いいたします。 

中川村職員の再任用に関する条例につきましては廃止をいたします。 

続きまして、中川村人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部を改正する

条例につきましては、定年前再任用短時間勤務職員を報告の対象に定めます。 

中川村職員の懲戒に関する条例の一部を改正する条例につきましては、懲戒処分の

減給について処分の発令後に給料月額が変動した場合の取扱いを定めます。 

続きまして９ページになりますが、中川村職員の勤務時間及び休暇等に関する条例

の一部を改正する条例につきましては、定年前再任用短時間勤務職員の勤務時間、休

暇等を定めます。 

10 ページになります。 

中川村職員の一時休業等に関する条例の一部を改正する条例については、育児休業

及び育児短時間勤務ができない職員に特例任用した管理監督職の職員を追加します。 

11 ページをお願いします。 

公益的法人等への中川村職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例について

は、派遣できない職員として特例任用した管理監督職の職員を追加します。 

12 ページになります。 

中川村職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例及び中川村企業職員の給与の

種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例については、「再任用短時間職員」を

「定年前短時間勤務職員」に改めます。 

施行期日は令和５年４月１日からになります。 

また、改正附則の経過措置として暫定再任用短時間勤務職員の定年前再任用短時間

勤務職員への読替規定等を定めています。 

以上、よろしく御審議をお願いいたします。 

○議  長  説明を終わりました。 

これから本２議案について一括して質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  質疑なしと認めます。 

次に議案第４号について討論を行います。 

討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  討論なしと認めます。 

これから議案第４号の採決を行います。 

本案は原案のとおり決定することに賛成の方は挙手願います。 

〔賛成者挙手〕 
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○議  長  全員賛成です。したがって、議案第４号は原案のとおり可決されました。 

次に議案第５号について討論を行います。 

討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  討論なしと認めます。 

これから議案第５号の採決を行います。 

本案は原案のとおり決定することに賛成の方は挙手願います。 

〔賛成者挙手〕 

○議  長  全員賛成です。したがって、議案第５号は原案のとおり可決されました。 

日程第９ 議案第６号 中川村第２号会計年度任用職員の給与に関する条例の一部

を改正する条例の制定について 

を議題とします。 

提案理由の説明を求めます。 

○総務課長  それでは議案第６号について提案説明をいたします。 

例規集は第１巻 1183 ページからになります。 

提案理由は、会計年度任用職員の給与、報酬及び期末手当の支給額の適用を明確に

するため本案を提案するものであります。 

第３条第１項では、適用する給料表について年度当初のものによることを定めます。 

第 12 条第１項では、期末手当について一般職の常勤職員の年度初日の例によるこ

とを定めます。 

施行期日は公布の日から施行し、令和４年４月１日から適用します。 

以上、よろしく御審議をお願いいたします。 

○議  長  説明を終わりました。 

これから質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  質疑なしと認めます。 

次に討論を行います。 

討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  討論なしと認めます。 

これから採決を行います。 

本案は原案のとおり決定することに賛成の方は挙手願います。 

〔賛成者挙手〕 

○議  長  全員賛成です。したがって、議案第６号は原案のとおり可決されました。 

日程第 10 議案第７号 財産の処分について 

を議題とします。 

提案理由の説明を求めます。 
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○地域政策課長  議案第７号の提案説明をさせていただきます。 

議案第７号 財産の処分についてであります。 

提案理由は、県単道路改築工事に伴う村有地売却のため、中川村議会の議決に付す

べき契約及び財産の所得又は処分に関する条例第３条の規定により本案を提出するも

のであります。 

１の所在地であります。中川村葛島 2679 番６ほか２筆であります。 

地目については雑種地及び山林。 

地籍については３筆合計で２万 7,060.81 ㎡であります。 

処分の目的でありますが、令和４年度県単道路改築工事主要地方道松川インター大

鹿線渡場から西下トンネル（半の沢工区）に係る村有地の売却であります。 

処分の方法は長野県との売買契約となります。 

処分価格は 1,221 万 8,222 円。 

相手方は長野県であります。 

詳細につきましては 11 月 24 日の議会全員協議会でリニア対策室から御説明したと

おりであります。 

以上、よろしく御審議をお願いいたします。 

○議  長  説明を終わりました。 

これから質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  質疑なしと認めます。 

次に討論を行います。 

討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  討論なしと認めます。 

これから採決を行います。 

本案は原案のとおり決定することに賛成の方は挙手願います。 

〔賛成者挙手〕 

○議  長  全員賛成です。したがって、議案第７号は原案のとおり可決されました。 

日程第 11 議案第８号 中川村辺地対策総合整備計画の変更について 

を議題とします。 

提案理由の説明を求めます。 

○地域政策課長  議案第８号 中川村辺地対策総合整備計画の変更について御説明させていただきま

す。 

中川村辺地対策総合整備計画の一部を別紙のように変更するということであります

が、提案理由としましては、中川村辺地対策総合整備計画令和２年度から令和６年度

までの一部を変更するため、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別

措置等に関する法律第３条第８項において準用する同条第１項の規定により本案を提
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出するものであります。 

内容につきましては去る議会全員協議会で説明をさせていただきましたが、上北山

方辺地に係る総合整備計画書に掲げた公共的施設の整備計画へ陣馬形の森公園内の避

難小屋に厨房施設等を整備するため追加記載するものであります。 

お手元の中川村辺地対策総合整備（第２次変更）の冊子のうち、今回の追加修正部

分は赤字での記載をしてありますので、御確認をいただきたいと思います。 

以上、よろしく御審議をお願いいたします。 

○議  長  説明を終わりました。 

これから質疑を行います。 

質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  質疑なしと認めます。 

次に討論を行います。 

討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  討論なしと認めます。 

これから採決を行います。 

本案は原案のとおり決定することに賛成の方は挙手願います。 

〔賛成者挙手〕 

○議  長  全員賛成です。したがって、議案第８号は原案のとおり可決されました。 

日程第 12 議案第９号 土地改良事業計画の概要について 

を議題とします。 

提案理由の説明を求めます。 

○リニア対策室長  それでは、議案第９号 土地改良事業計画の概要について説明いたします。 

提案理由は、土地改良法第 96 条の２第２項の規定により本案を提出するものであ

ります。 

事業名は中川村営土地改良事業。 

地区名は中川村片桐小和田地区。 

目的は、農地の区画形質の改善、用排水路、道路整備、農地の集団化等を総合的に

実施し、農地を機械の効率的な運行と合理的な水管理を行い得る生産性の高い条件に

整備することです。 

事業期間は令和５年度から令和 14 年度。 

費用の概算は、総事業費 18 億 6,000 万円。 

事業計画の概要といたしまして、整地工 28.0ha、用排水路工 Ｌイコール 3.1 ㎞、

排水路工 Ｌイコール1.3㎞、道路工 Ｌイコール4.0㎞を整備するものであります。 

以上、よろしく御審議のほどお願いいたします。 

○議  長  説明を終わりました。 

これから質疑を行います。 
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質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  質疑なしと認めます。 

次に討論を行います。 

討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  討論なしと認めます。 

これから採決を行います。 

本案は原案のとおり決定することに賛成の方は挙手願います。 

〔賛成者挙手〕 

○議  長  全員賛成です。したがって、議案第９号は原案のとおり可決されました。 

お諮りします。 

日程第 13 議案第 10 号 令和４年度中川村一般会計補正予算（第６号） 

日程第 14 議案第 11 号 令和４年度中川村水道事業会計補正予算（第３号） 

日程第 15 議案第 12 号 令和４年度中川村下水道事業会計補正予算（第３号） 

以上の３議案について議会会議規則第 37 条の規定により一括議題にしたいと思いま

すが、御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  異議なしと認めます。したがって、日程第 13 議案第 10 号から日程第 15 議案第

12 号までを一括議題とします。 

提案理由の説明を求めます。 

○副 村 長  それでは、議案第 10 号 令和４年度中川村一般会計補正予算（第６号）について御

説明をいたします。 

議案書を御覧ください。 

初めに、第１条 歳入歳出予算の補正は、予算の総額に歳入歳出それぞれ 4,150 万

円を追加し、総額を 43 億 8,400 万円とするもので、款項区分ごとの補正額及び補正後

の予算額は第１表によるもの。 

第２条 地方債の補正は、第２表によるものであります。 

５ページをお開きください。 

第２表 地方債補正でありますが、追加の高齢者憩いの家貯湯槽更新事業は、過疎

債ハードからソフトへの組替え、林道維持補修事業は過疎債ソフト費 500 万円を新た

に追加、陣馬形の森公園避難小屋改修事業は過疎債から辺地債への組替えであります。 

変更は各事業の執行見込みによる借入限度額の変更、廃止は先ほど申し上げた２事

業の起債を組み替えるものであります。 

次に事項別明細書でありますが、事前に資料をお配りしてございますので主なもの

について御説明をいたします。 

８ページの歳入からお願いします。 

１款 村税は本年度か税見込みによる各税目の補正で、全体で 1,780 万円の増額。 
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９ページ、13 款 交通安全対策特別交付金は交付額の決定による補正。 

10 ページ、16 款 国庫支出金。 

国庫負担金は新型コロナワクチン接種に係る国庫負担金の増額。 

国庫補助金は個人番号カード交付、新型コロナワクチン接種に係る補助金の追加で

あります。 

なお、今回の補正予算では新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の補

正を計上しておりませんが、現在の計画事業の執行見込み、また国の補正予算による

追加交付等を含め、今後の補正予算で調整をさせていただく予定であります。 

続いて 11 ページ、17 款 県支出金の補助金及び委託金は、それぞれ補助金額の交

付決定等による補正。 

12 ページ、18 款 財産収入の土地売払い収入 1,221 万 8,000 円は、先ほど議案第７

号で御承認をいただきました主要地方道松川インター大鹿線の道路改築に伴う半の沢

地籍村有地の売払い収入であります。 

13ページ、19款 寄附金は、ふるさと応援寄附金の実績及び収入見込みにより1,000

万円を増額。 

14 ページ、22 款 諸収入。 

受託事業収入、水源林造成事業収入は事業実績による受託金の減額。 

雑入、その他建設環境関係 1,250 万円はリニア中央新幹線関連事業に係るＪＲ東海

からの負担金であります。 

15 ページの 23 款 村債は、第２表の地方債の補正で御説明をした内容のもので、

全体で 920 万円の減額であります。 

続いて歳出について御説明をいたします。 

各費目にわたって、給与改定等に伴う人件費の補正、また電気料金等高騰に伴う光

熱水費の増額補正がありますが、説明を省かせていただきます。 

初めに 17 ページ、２款 総務費でありますが、文書広報費の広報費は村のホーム

ページ改修に向けてのコンサルティング業務委託料の追加とオンライン配信やデジタ

ル映像保存のため古くなったビデオカメラ及び機材を更新するものであります。 

電子化推進事業の役務費 20 万 4,000 円は、昨年度、各地区集会施設の設置をしまし

た無線ＬＡＮのインターネット利用料につきまして、設置後１年間、本年 12 月分まで

村が負担し、以降は地区管理として定額補助をする方針でございましたが、災害時一

時避難所としての機能強化や今後の地域ＤＸ推進を踏まえ、来年１月以降は一律で光

スーパー30 メガで村が契約し、利用料を全額負担するという方針としたため、自治振

興費の補助金を減額し、１月～３月分の利用料を追加するものであります。 

18 ページ、庁舎管理費、委託料の庁舎時計改修設計業務は、老朽化により不具合が

発生をしております役場庁舎の設備時計及び放送設備等を更新するため設計業務を委

託するものであります。 

備品購入費は、集落センター会議室のブラインドの設置、古くなった机、椅子等の

更新であります。 
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企画費、企画総務費の交付金は、出生時１人 10 万円の子育て応援特別定額給付金に

つきまして来年３月までの出生数の見込みにより追加するものであります。 

ふるさと応援寄附金関連事業は、先ほど申し上げましたふるさと応援寄附金の増に

伴う返礼品経費等の増額であります。 

19 ページ、むらづくり事業の交付金 40 万円は、物価高騰により影響を受けている

村出身の学生等に対し生活支援のため１人につき 1万円を交付するもの。 

地方創生推進事業は、子育て世帯住宅取得支援事業等につきまして申請件数の増に

よる増額。 

償還金利子割引料は、先日の全協で御説明をしました内容のもので、令和２年度に

貸付けを行った県及び村の制度資金につきまして、借換え等で早期返済のあった貸付

けに係る保証料につきまして交付金の返還をするものであります。 

20 ページ、リニア医中央新幹線関連事業、委託料は、小和田地区土地改良事業の予

備設計業務の委託料の追加。 

特定目的基金費は、歳入で増額したふるさと応援寄附金 1,000 万円について、返礼

品等の関連経費を除いた 700 万円を基金に積み立てるものであります。 

21 ページの徴税費、税務総務費の償還金、利子及び割引料は、固定資産税等の修正

申告に係る還付金。 

住民基本台帳費の需用費、委託料は、マイナンバーカード申請受付経費等の追加。 

選挙費につきましては、村議会議員選挙が無投票になったため予算残額を減額する

ものであります。 

続いて 24 ページ、民生費でありますが、社会福祉総務費、障害者支援事業は、療育

施設利用負担金の追加。 

老人福祉費、老人福祉事業の交付金 80 万円は、原油価格、物価高騰に係る介護保険

事業所への支援として、県の支援金とは別に事業所規模に応じて 5万円～20 万円の補

助を行うものであります。 

25 ページ、児童福祉費、償還金、利子及び割引料は、国及び県の子どものための教

育・保育給付交付金の前年度清算金であります。 

26 ページの保育所費の委託料は、保育園の照明器具ＬＥＤ化等工事に係る設計業務

の委託料であります。 

次に 27 ページの４款 衛生費でありますが、予防費、予防事業の補助金は、新型コ

ロナ感染症とインフルエンザの同時流行を抑えるため、対象を 18 歳以下の者に拡大

しインフルエンザワクチン接種費用の補助を行うもの。 

新型コロナワクチン接種事業は、オミクロン株対応ワクチンの集団接種に係る経費

の追加であります。 

次に 29 ページ、６款 農林水産業費でありますが、農業振興費、農業振興事業の交

付金 850 万円は、燃料価格高騰負担軽減支援事業交付金 350 万円の追加と、農業資材

等価格高騰により影響を受けている担い手農家の支援を行うための交付金として 500

万円を新たに計上するものであります。 
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30 ページの農業施設管理事業の工事請負費は、農産物加工施設の新たな施設利用に

対応するため電源、エアコン設置の工事を行うもの。 

備品購入費は、学校給食用等のパン加工作業台の更新であります。 

人・農地問題解決事業は、農業次世代人材投資事業の給付受給者の確定による交付

金の減額。 

国土調査費の委託料は、今年度の補助金の決定と事業費の実績見込みによる減額で

あります。 

31 ページ、林業振興費、林業振興事業の委託料 100 万円は、主要地方道町川インター

大鹿線沿いの村有林の支障木伐採業務の委託料の追加。 

林道管理事業の工事請負費 700 万円は、増破した広域林道陣馬形線災害復旧工事の

増工分の補正であります。 

村有林管理事業につきましては、水源林造成事業の事業量の減による減額でありま

す。 

続いて 32 ページ、７款 商工費でありますが、商工振興事業は、県制度資金の借入

申込み実績及び見込みによる保証料補給金の増額。 

獣肉加工施設の工事費は、獣肉加工施設進入路の舗装と排水工事を行うものであり

ます。 

33 ページの地場センター管理事業の工事請負費と委託料は、地場センター入り口付

近の雨漏り修繕のため屋上部の防水塗装等改修工事を行うものであります。 

次に 34 ページ、土木費でありますが、道路橋梁費、道路維持管理費は、地元要望箇

所や通学路の交通安全対策のため村道維持修繕工事費、残土処理工事費等の追加、ず

く出し事業補助金の増額等であります。 

35 ページの河川費、河川整備事業は、鳳来沢川改修測量設計・用地測量業務委託料

の増額。 

住宅管理費の工事請負費 2,000 万円の減額は、アルプスハイツ中組の外壁屋根修繕・

設備交換等工事について実施設計段階での現場精査により当初見込みより工事金額が

少なくなったため減額をするものであります。 

36 ページの消防費は記載のとおりであります。 

37 ページ、10 款 教育費でありますが、教育委員会事務局費の報償費 46 万 8,000

円は、来年度の中学校新入学生から小学校と同様に生徒用かばんを村から贈呈するた

め、かばんの購入費として新たに計上するものであります。 

学校給食費の交付金 50 万円は、食材価格高騰による給食費への影響を軽減するた

め、食材費値上がり分について村が助成するものであります。 

38 ページ、中学校管理費は、旧パソコン教室の机、椅子を撤去し多目的ルームとし

て整備するための費用を追加。 

39 ページの文化施設管理費、アンフォルメル中川村美術館管理事業は、アトリエ棟

改修工事増工分の増額であります。 

最後に、14 款 予備費を 5,401 万 7,000 円減額し予算の調整を行います。 
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なお、歳入で申し上げましたとおり、今回の補正予算で計上した事業の中で新型コ

ロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当できる、活用できる事業につきま

しては、今後の補正予算におきまして財源を調整させていただく予定でありますので、

よろしくお願いをいたします。 

以下、給与改定に伴う給与費明細書等を添付してございますので、御確認をお願い

します。 

以上、御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○建設環境課長  議案第 11 号 令和４年度中川村水道事業会計補正予算（第３号）について提案説明

いたします。 

今回の補正は、人事院勧告に伴う負担金及び動力費の増加等による収益的収入支出

の補正をするものであります。 

第２条 収益的収入について、営業収益に 2万 1,000 円を増額し、総額を 1 億 3,127

万 1,000 円とし、支出については営業費用に 252 万 4,000 円の増額をし、総額を 1億

2,736 万円とするものであります。 

第３条は、職員給与費を人勧に伴い記載のとおり改めます。 

13 ページの予算実施計画明細書を御覧ください。 

営業収益の消火栓維持管理負担金 2 万 1,000 円の増額は、一般会計との取決めによ

る人勧の反映によるものです。 

次ページ、営業費用の原水及び浄水費の動力費 253 万 5,000 円の増額は、電気代の

値上がりによるものです。 

総係費では、給料、手当等について、人勧等の結果、総額絵は 1 万 1,000 円の減額

をするものであります。 

以下、補正予算に関する説明書を添付してございますので、それぞれお目通しいた

だき、提案説明とさせていただきます。 

続きまして、議案第 12 号 令和４年度中川村下水道事業会計補正予算（第３号）に

ついて提案説明いたします。 

今回の補正は、電気料金の値上げ等に伴う収益的支出の補正をするものです。 

第２条 収益的支出について、営業費用に 148 万 5,000 円を増額し、総額を 2 億

9,068 万 3,000 円とするものであります。 

第３条は、職員給与費を人勧に伴い記載のとおり改めます。 

12 ページの予算実施計画明細書を御覧ください。 

営業費用の処理場費 139 万 8,000 円の増額は、処理施設に係る電気代の値上がりに

よるものです。 

総係費 8万 7,000 円は、人勧等の結果によるものであります。 

以上、審議のほどよろしくお願いいたします。 

○議  長  説明を終わりました。 

これから本３議案について一括して質疑を行います。 

質疑はありませんか。 
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○９  番 （大原 孝芳） ちょっとお聞きします。 

一般会計補正予算の 35 ページ、住宅管理費の中の工事請負費 2,000 万円が減額と

いう説明がございました。これはアルプスハイツ中組の改修工事だと思います。あの

当時、設計コンペでやった建物だと思います。 

それで、私が予算のときにどういう業者さんが工事されるんですかって言ったら、

あえて設計コンペをやったときの業者さんじゃない方で大丈夫だっていうようなお話

をお聞きしていまして、今回これだけ大きく減額するっていうことは、少なくてよかっ

たねっていう話じゃなくて、やっぱり当初から、きちんとした見積りなり、そういっ

た形で予算計上されるべきだと思いますので、ちょっと今回のこういった大きな差額

についての説明をお願いしたいと思います。 

○建設環境課長  まず、今回の工事につきましては、外壁、屋根、設備交換というような形になって

おります。 

当初の設計において予算を取るときの概算見積りについては、外壁の部分の見積り

については、あそこはタイル貼りになっておりますのでほぼ全部を取替えというよう

な予算を取っておきました。 

それで、今年度に入りまして詳細に設計する中で全面の取替えは必要がないという

ことに結果としてなりましたので、必要な額で工事請負を計上し、工事に持ち込んだ

ためということでありますので、御了解をお願いしたいと思います。 

○９  番 （大原 孝芳） 内容は分かりました。 

とかく、設計見積りっていうか、そのときに、やっぱり過去にも大きく減額された

ことがありまして――建築だかどこだったか覚えがないんですけど――ですので、

やっぱり本来の姿は近いそこそこの金額を計上されるのが本来の姿じゃないかと思い

ますので、今回のこういったことは今後も起き得ることだと思いますので、ちょっと

また、今後もいろいろ発注されて見込みが狂うことは当然あり得ることなんですが、

やっぱりより近い数字にしていただくことがあるべき姿だと思いますので、そんな御

配慮をお願いしたいと思います。 

意見として申し上げました。 

○議  長  ほかに質疑はありませんか。 

〇５  番 （桂川 雅信） 実は私も同じ項目で非常に疑問を持っておりまして、建築物の工事

請負費の概算で予算を立てるときの概算額の精度の管理をどうやっているのかという

ことについて――今の大原議員の質問と同じですが――今までにもこのことについて

何度か私は議会で質問をしたりお答えをいただいたりしていたと思います。 

この問題は、行政内部に専門家がいないということで非常に大変な業務だというふ

うに思うんですが、この精度をきちんと上げるということについて今後も一段の努力

をしないと同じようなことが頻繁に繰り返されるんじゃないかというふうに思ってい

ます。 

特に建築物の建築設計あるいは設備設計に関しては同じことが繰り返されています

ので、そのことについては、ぜひ概算時の精度を上げる工夫を行政のほうに取ってい
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ただきたいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○建設環境課長  意見をありがとうございます。 

そういうふうに言われる実態があるということでありますので、よく精査して予算

計上をするようにしたいと思っております。 

一応、相談機関ということで長野県の外郭団体であります住宅供給公社と相談をし

た上でありますけれども、より精度を高めるように実施していきたいと思いますので、

御了解をお願いします。 

○副村長  すみません。私のほうから補足をさせていただきますが、当然、村営住宅、公営住宅

の改修につきましては、長寿命計画を立てる段階で県の住宅供給公社のほうに委託を

して計画してまいりました。 

それで、アルプスハイツ中組の改修につきましても住宅公社のほうの概算見積りの

中で出していただいた金額でありますが、先ほど申し上げましたとおり、実施設計の

段階でよく精査、調査をした結果、全面的に外壁を補修する必要がないということで

大きな減額となっております。 

ただ、今御意見をいただきましたとおり、予算計上の段階でもう少し精査をするべ

きであったというふうに思いますので、今後は留意をしてまいりたいと思います。 

○議  長  ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  これで質疑を終わります。 

次に議案第 10 号について討論を行います。 

討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  討論なしと認めます。 

これから議案第 10 号の採決を行います。 

本案は原案のとおり決定することに賛成の方は挙手願います。 

〔賛成者挙手〕 

○議  長  全員賛成です。したがって、議案第 10 号は原案のとおり可決されました。 

次に議案第 11 号について討論を行います。 

討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議  長  討論なしと認めます。 

これから議案第 11 号の採決を行います。 

本案は原案のとおり決定することに賛成の方は挙手願います。 

〔賛成者挙手〕 

○議  長  全員賛成です。したがって、議案第 11 号は原案のとおり可決されました。 

次に議案第 12 号について討論を行います。 

討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議  長  討論なしと認めます。 

これから議案第 12 号の採決を行います。 

本案は原案のとおり決定することに賛成の方は挙手願います。 

〔賛成者挙手〕 

○議  長  全員賛成です。したがって、議案第 12 号は原案のとおり可決されました。 

ここで暫時休憩とします。再開は午前 10 時 50 分とします。 

［午前１０時２８分 休憩］ 

［午前１０時５０分 再開］ 

○議  長  会議を再開します。 

日程第 16 一般質問を行います。 

通告順に発言を許します。 

７番 島崎敏一議員。 

○７  番 （島崎 敏一） 私は、一般通告書に基づき、本日３点の質問をします。 

１つ目は「ＬＧＢＴＱ（性的少数者）の方々が、安心して暮らすための取り組みに

ついて」です。この質問を通してＬＧＢＴ――性的少数者の方々への理解を広げるた

めの取組について提起します。その根拠として、性の在り方への理解の重要性と差別

は思いやりだけでは決して解決されない問題であるということをお話しします。 

では、詳しく説明します。 

先月――11 月８日に行われた中川中学校の子ども議会においてＬＧＢＴＱについ

ての一般質問がありました。 

また、長野県では来年度からＬＧＢＴＱなど性的少数者のカップルを公的に証明す

るパートナーシップ制度の導入を目指しています。 

ちょうど今日の新聞に駒ヶ根市が行っているパートナーシップ宣誓制度の第１号の

カップルが誕生したという喜ばしいニュースがありました。 

ただ、この制度だけでは当事者の方々が安心して暮らせる村づくりには到底至りま

せん。多様な性の在り方を受け入れていくために、私たちはＬＧＢＴＱやＳＯＧＩ―

―ＳＯＧＩと書いてソジという言葉があるんですが――正しい知識を身につけ、理解

を深めていくことが必要です。 

資料の３枚目と４枚目を御覧いただきたいんですが、ちょっと説明しますと、日本

国内において 20 歳～59 歳の約９％がＬＧＢＴＱに属しているという調査結果が出て

います。約 11 人に１人という計算です。この統計を基に考えると、中川村にも必ず当

事者がいるということが分かります。 

また、人の性の在り方について表現するためにＳＯＧＩという概念があります。 

資料の２を見てください。 

４つの英単語からつくられた言葉です。セクシュアル・オリエンテーション――性

的な関心がどの性に向くか、ジェンダー・アイデンティティー――自分の性をどのよ

うに自認するか。ここには、いわゆる普通の男性、普通の女性という区分けはありま

せん。脳科学的にも男性と女性の区分けはグラデーションのように分かれていること
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が実証されています。 

私自身の性をＳＯＧＩの概念で表現しますと、シスジェンダーの男性でヘテロセク

シュアルです。性別は男性ですが、割合は断言できませんけれども女性らしさを感じ

ているということになります。 

私自身、この概念を数年前に知りまして、人間関係がとても楽になりました。無理

に男らしくしなくてもいいのだなあと、とても腑に落ちた記憶があります。 

これからの時代は、男女の区分けではなく、自分らしさの時代です。時代や社会に

合わせた正しさは、学ばないと理解できません。これは参考程度に資料１にもありま

すので、後で御覧になってください。 

まず、私たちは事実を知ることから始め、だんだんに理解を広めていく必要があり

ます。効果的な啓発活動を一番必要としているのは中高年以上の世代だと思います。 

私自身も過去にこういったジェンダー、ＬＧＢＴＱの問題に関して不謹慎な態度が

あったことを反省し、今後に向けて勉強中の段階です。 

従来の男は男らしく女は女らしくに色濃く染まった時代を駆け抜けてきた方々にこ

れらの概念を少しずつ無理なく理解してもらうためには、どのような手段があるで

しょうか。村長の考えをお尋ねします。 

○村  長  まず、子ども議会を過日開催したところでございます。その中でも一般質問に取り

上げられました。そのときに私が答えたのは同性パートナーシップ制度についてでご

ざいますが、今、議員のおっしゃられたようなＬＧＢＴＱなど性的少数者のカップル

を自治体が証明する制度が１つであるということをお答えしたところでありまして、

先ほどの記事は、今朝の長野日報にも出ておりましたので、私も目を通させていただ

いたところでございます。 

長野県もこれから市町村や民間事業者に制度の趣旨を理解してもらい協力を求めて

いくというような方針のようでございます。 

次代を担う子どもたちという立場のことを言うわけではありませんが、中学校では

既に現実の話として人権に関わる知識について私たちよりもはるかに学び、体感をし

ているというようなことを思っております。問題も知っておりまして、どうしたらい

いかっていうことを真剣に考えている、そのことが子ども議会での質問、投げかけに

なっておるのかなと思っております。 

７番議員が指摘されます中高年以上の世代への効果的な啓発は具体的にどういうこ

とを考えているかっていうことですけれども、おっしゃるとおり、このことがまずは

キーになるだろうなというふうに思います。 

11 月 22 日には中川村人権・男女共同参画講演会に合わせて人権フェスティバルと

いうこともありまして、ＬＧＢＴＱをテーマとした講演会を開催したところでござい

ます。昨年も同じテーマで講演を行いまして、今回の 11 月 22 日は 70 人の方の参加が

ありました。 

回収したアンケートの中から特に私が思ったのは、60 代以上の関心がかなり高かっ

たということを思います。 
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幾つか感想を御紹介いたします。 

「今日の講演会はとても勉強になった。できるだけ大勢の人が内容を共有できれば

いい」「多様性が認められる人にならなければと感じた。このことを自分の職場に置き

換えて考えていきたい。どうあるべきか」「気づいていないだけで、自分の周りにも誰

にも言えずに悩んでいる人がいるはずである。職場にも地域にも、もしかしたら自分

の子どももそうかもしれない。これからの社会は正しい知識を得て全ての人が生きや

すい社会にするということが大切だと感じた。そういう意味で今日の講演会はとても

有意義だった」ということでございます。 

こういうふうにありますように、まずは、やはり啓発活動を深めていくこと、これ

がこの問題を正しく理解していく鍵になるだろうというふうに思います。 

それがアンケートから真剣に読み取れるわけでございまして、この中でも自分事と

して取り組もうとする姿勢が見え、今回の講演会のように当事者の方から学ぶ機会の

重要性を感じたということであります。 

私ごとに帰るわけでありますが、社会通念の一般的な中で生きてきた私たち――私

たちという言い方はちょっと逃げになるかもしれません。私としては、このことを理

解するにはちょっと時間がかかると思いますが、やっぱり事実を正しく知り問題を理

解していく、全ての人が生きやすい社会を目指していくということが求められている

というふうに思います。 

そのためには、やはり今回のような講演会、こういったものを継続的に積み重ねる

こと、それにより一人でも多くの方がこうした事実を受け止め周りに広げていただく

こと、こういうことがまずはキーになるだろうなというふうに思っております。 

ただ、今日の長野日報の記事を私も見たところですけど、これを見るだけでも、読

まれた方は、やはり、いわゆる多様性といいますか、性に関してもそうですけど、少

数者といっても先ほど議員がおっしゃられたとおり社会の中の 8.9％――去年の調査

結果もそれだけの率があったかと思います。それだけの方がいるっていうことと相

まって、やはり駒ヶ根市の中で具体的にパートナーシップ宣誓制度に基づいて証明が

されたという事実、これがやっぱり大きいだろうと思っています。 

いずれ私どもの村でもそういうことを考えて具体化をする時期が来るだろうと思い

ますし、早めにそれをしなければいけないんですけど、それにしても、やはり、まず

は意識的な啓発活動、これが必要だというふうに感じております。 

○７  番 （島崎 敏一） 啓発活動が大切だという答弁は理解しました。 

特にケアが必要だと思うのは、性の芽生えが始まる小学校高学年、中学生、高校生

の子たちに大人がどのような言葉をかけていくか、それを言っちゃおしまいだよって

いうようなことを自分たちの息子や孫世代にできるだけ言わない世の中にしていくべ

きだと思うんです。 

啓発活動といいましてもいろいろあると思います。１回で終わってしまう講演会も

あれば、意見を交わすようなシンポジウムもあると思いますが、中川村の公民館とし

て何か具体的な計画や思いなど、展望などありましたら教えてください。 
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〇教 育 長  公民館の対応のお尋ねでございますけれども、今のところ公民館の講座等での取扱

いについては予定されておりません。今の公民館の講座につきましては村民の皆さん

の関心や御希望も含めての対応ということもありますので、そういった中では、こう

したＬＧＢＴＱ等のことについても今後テーマとして講座を開く可能性はあるかなあ

とは思っておりますが、今のところはまだ想定をされておりません。 

ただ、今、村長から答弁がありましたように、人権あるいは男女共同参画、そういっ

たところで昨年度に引き続きという形でお示しをしましたけれども、行政としても関

心を持ってこの問題について取り上げていくと、そういう思いは持っております。 

○７  番 （島崎 敏一） 今、教育長がおっしゃられたように継続的に、去年もやりましたし、

今年もやったし、来年度もやっていくということで、継続的に啓発活動ということを

行っていくという答弁を得られたので、次の質問に移ります。 

やはり啓発活動から得た思いやりだけでは差別は解決しません。それは、あくまで

も個人の問題と捉えられてしまうことが多く、社会全体の問題に発展しにくいことや、

よかれと思ったことが当事者にとっては差別になってしまったりする、そういったこ

とが考えられると思います。 

行政では啓発活動と同時に今まで当たり前となっていた制度や社会環境を変えてゆ

かねばなりません。条例制定や行政サービス・インフラの整備など、啓発活動と同じ

く実効性のある具体的な行動を取るべきと思います。 

これもちょうど本日の信濃毎日新聞に松川町が来年度から中学校の制服をジェン

ダーレスということで標準服を導入するという取組が載っていました。これは、昨年

１２月、女子生徒が校内のアンケートで提案して、ＰＴＡや学校などで検討し、来年

度導入という大変スピーディーな対応を取っておるのですが、中川村でもこういった

可能性や考えなどはありますでしょうか。村長にお尋ねします。 

○教 育 長  今、中学校の制服についての御指摘がありましたので、その点については教育委員

会のほうの立場でお答えをさせていただきます。 

私も今日の新聞報道で松川町松川中学校の取組について承知をいたしました。 

また、現状では、このタイミングで制服の検討をするところについては、こうした

ジェンダーレスの取組をしているところがあるっていうふうに承知をしております。 

中川中に関して申し上げますと、今は子どもたちが主体になってこうした制服の問

題等々を考える形を入れてきておりまして、今は制服についても子どもたちと検討し

ているという状況であります。制服そのものについてどうするかということもありま

すので、過日は子どもたちが私服登校ということを３日間やりまして、そうした中で

制服の意味というものも考える、そういった体験的な学習も進めております。 

これから制服についてはさらに検討を深めてまいりますけれども、そうした検討を

していく１つの要素として、こうしたＬＧＢＴＱのような課題、ジェンダーレスの課

題というものは当然入ってくると思っておりますので、そうしたこともまた１つの要

素として踏まえて検討が進むものというふうに考えております。 

○７  番 （島崎 敏一） ありがとうございます。 
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そのほかに何か具体的な取組などありますでしょうか。例えば役場の書類の中での

不要な男女の丸つけ、そういったことを撤廃するなど、そういった取組へのお考えを

村長にお尋ねします。 

○村  長  性別の申請、これについての不要論は出ておりますので、電子化と併せて、いわゆ

る申請書類の見直しも不要なものはなくしていこうっていう方向で検討を進めたいと

思います。 

○７  番 （島崎 敏一） ぜひ啓発活動と同時進行でそんなようなことも進めていっていただ

きたいと思います。 

将来に展望のある答弁をいただいたので、次の質問に移りたいと思います。 

質問の２つ目、これもＬＧＢＴＱの質問と同じように性の在り方の差別を根っこに

抱えている問題です。「村内の男性の育児休業の促進に関して」です。この質問を通し

て男性の育児参加への制度的な支援について提起します。 

その根拠としては被雇用保険者の育児休業取得者増と農家・非正規・フリーランス

事業者への育児補助への取組の２点があります。そのことについて詳しく説明します。 

ちょっとスケールの大きな話なんですが、父親という存在は人類が考案した社会的

な発明です。出産を経て雌は母親とならざるを得ない半面、雄は社会的なルールや家

族関係の中でだんだんに父親となっていきます。 

昭和、平成の女性が子育ての大半を担う時代から、男女の区別によらない新しい時

代へと変わりつつあります。これからの父親の在り方については時代に即した仕組み

になってほしいというのが一人の父親としての切なる希望です。 

公益財団法人日本生産本部が入社半年の男性社員に育児休業の取得意向調査をした

ところ、79.5％もの人々が取得を希望しています。しかし、現状の取得率は全国平均

で 13.9％にとどまっています。 

そんな現状の中ですが、政府は 2025 年までに取得率を 30％までにすると目標を設

定しております。 

村内の事業所でも育児休業の取得率は非常に低く、役場内では現在０％となってい

るのが現状です。村内の非雇用保険者男性の育児休業を促すために、まずは役場内か

ら行動を起こして村内企業へと提案するべきではないでしょうか。 

役場内においては、女性職員は産休のための計画書を提出することになっています。 

しかし、男性職員には希望休業のための育休、育児休業希望者の業務引継ぎの仕組

みが現在はありません。 

男性職員も女性職員と同程度の育児計画書を提出して育児休業を取りやすくする仕

組みが必要と思いますが、村長の考えをお尋ねします。 

○総務課長  私のほうから代わって答弁をさせていただきます。 

９月の定例会で中川村の育児休業等に関する条例の一部改正をお認めいただきまし

た。これによりまして、男性の育児休業制度が充実し、職員が仕事と子育ての両立を

図りやすく、次代を担う子どもたちの育成を支援する体制を整える準備ができたとこ

ろであります。 
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女性職員の育児休業につきましては、希望する機関に長短はございますけれども、

100％取得できています。 

しかし、男性職員につきましては、部分休業――これは子どもが小学校入学前まで

の間に１日につき２時間まで取得できるという制度ですが、これを活用した男性職員

はいますけれども、育児休業を取得した男性職員は残念ながらいないところでござい

ます。 

育児休業を希望する男性職員が取得できるような体制整備が必要です。総務課を窓

口としまして育児休業のほか子育てに関する休暇や制度の説明を行い、男性職員の考

える子育てに関する産休、育休等の取得計画書といったもの――これは県とかにも既

にありますので県や他の自治体のものを参考にしながら作成をしていきたいというふ

うに思います。これを提出していただきまして、その計画に合わせまして職場環境の

整備を進めていきたいと考えます。計画書のほうを事前に提出していただくことによ

りまして職場の体制ですとか職場の理解も得やすくなるというふうに考えます。 

また、今回の育児休業の改正では、取得回数が緩和されたことなどによりまして短

期間の育児休業も取得しやすくなったというふうに考えます。制度が充実したことか

ら、相談環境の充実、職場環境の整備、そして男性職員の意識の向上を図り、育児休

業を希望する男性職員が取得できるような体制を整えていきたいというふうに考えて

おります。このことによりまして、男性の育児参加のみならず、女性の活躍の推進に

資するものと考えております。 

○７  番 （島崎 敏一） 育児休業取得への前向きな姿勢を感じることができました。 

ただ、実際のところは、やはり組織に属していると、上司の意見であったり人手が

足りないであったり、赤ちゃんがいるような 30 代 40 代は――20 代もそうですが――

上司の顔色というのが非常に気になるところで、なかなか言い出せなかったり自分の

意見を通せなかったりする部分もあると思うのですが、上司、課長ですとか役職を持っ

た方々の意識の統一などをしていくべきと考えるんですが、そういった積極的に育児

休業を子育て世代に取ってもらおうというような、そういった意識の統一などはあり

ますでしょうか。 

〇総務課長  今のところ役場全体で取得の向上といったような取組はしておりませんけれども、

今後については、該当する職員だけではなく、役場全体での必要性といったところに

ついて何か勉強する機会等について検討していきたいというように思います。 

○７  番 （島崎 敏一） ぜひ検討していっていただきたいと思います。 

引き続き質問をさせてもらうんですが、今度は非正規の方々についてです。 

政府は、来年度、いわゆる非正規、農家、自営業、フリーランスの事業者に向けて

月二、三万円程度の産後給付金の検討をしています。 

私自身も非正規雇用者でした。現在、非正規の人たちは育児休業という制度そのも

のに該当しません。雇用保険では育児休業中は基本給の 67％が給付されますが、非正

規の人たちはゼロです。 

私ごとになりますが、私たちの家族は２人の子どもを授かりました。核家族のため
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出産時は１か月近い育児休業という名のお休みを取りました。無収入でしたが、家族

が増えるという喜びを体験とともに感じることができました。収入はありませんでし

たが、本当に私の体験は人生の宝物と言えるものです。無収入なのは自己責任で休ん

だからだと言えばそれまでのことですが、それだけで切り捨てないでいただきたいと

思います。 

このような育児休業のような制度があったらいいなというフリーランスの事業者の

家族は村内にもいます。 

あくまでも参考のデータとなりますが、村内の納税状況から非正規の方々の割合を

出してみました。ちょっと口頭で申し訳ありませんが、何かしらの収入がある方が村

内には 4,049 人います。そのうちの男性が 1,934 人、約半数で、その中で子どもを育

てる可能性がある人――これは男性でいうと 18 歳～59 歳を選び、そうなると 966 人

います。それで、その中で社会保険に加入していない可能性が高い方は 272 人いると

いうことが分かりました。これは子どもを育てる可能性がある 18 歳～59 歳のうち何

かしらの収入がある人の 28％に当たります。 

このような非正規、自営業者、農林業従事者などなどの方々への産後給付金の制度

について村独自の補助の取組についてなどがありましたら村長の考えを聞かせてくだ

さい。 

○村  長  議員のおっしゃいましたとおり、国では非正規の方についての給付を検討しておる

ということのようでありますけれども、財源の問題、国が決めるということは国が給

付をするんでしょうけれども、それをどういう形で配分をして、市町村が例えばそれ

に何がしかのお金を付加して給付するっていう方法もあるでしょう。ただ、全体の議

論にはまだなっていないということなんであります。 

ただ、現在開会中の臨時国会では第２次の補正予算が成立をいたしました。その中

で特に言われておりますのは、妊娠してから出産、子育てまで、特に身近な伴走型の

相談支援と経済支援を一体として実施するということが示されておりまして、ちょっ

と今日は補正予算の中身は申し上げませんけれども、特に支援が手薄なゼロ歳～２歳

の低年齢期に焦点を当てて妊娠期から出産、子育てまで一貫した伴走型相談支援を充

実しなさいということであります。これは人的な支援であります。これについての国

からの支援、もちろん市町村の支出も６分の１程度あるようでありますけれども、こ

ういったことがもう決まっております。 

そういう意味では、今、議員のおっしゃられましたようなこともいずれ具体化され

るだろうというふうに思っております。 

そういう意味で、村としてどうするかということは、先ほど該当になるだろうとい

う 18 歳～59 歳の方が 272 人いらっしゃるというお話がありましたので、考えてみる

とこれは結構な数字かなあと思います。どういうふうな給付があるのか、法律等で決

められたときには市町村がそれに幾ら追加して支援をするというようなことになるか

もしれません。 

ただ、そうなった暁には、当然、交付税ですとか、いろんな、それぞれ――保険か
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らということは多分あり得ないと思いますけれども、全体のフレームはこれから決め

ていくことだろうと思いますので、これについては注視をしていきたいし、非正規の

方のこういう在り方も、正規の雇用者が守られているっていうだけじゃなくて、当然、

同じ働いている日本の国民でありますし、そういった意味ではあるべきだろうと思っ

ておりますので、まず国の考え方を注視してまいりたいと思っております。 

○７  番 （島崎 敏一） 前向きな答弁をいただきありがとうございます。 

実際に子どもの数が少ない中で、フリーランスの中で育児休業を取りたいという人、

年間のそういった給付を受けたいという方は、大事な制度ではありますけれどもそん

なに人数は多くないという状況で、そういった子育て支援施策があるというだけでと

てもいいアピールになると思いますし、前向きな検討をお願いしたいと思います。 

次の質問に行きたいと思います。日本で最も美しい村連合に加盟している村として

の、古民家保全・活用についてです。この質問を通じて景観づくりにおける行政の姿

勢について提起します。 

その根拠として現在までの古民家の維持管理についてと文化庁の登録有形文化財建

造物登録制度の２点についてお話しします。 

では、詳しく説明します。 

本村は日本で最も美しい村連合に加盟しています。日本で最も美しい村連合の基本

理念には、 

失ったら二度と取り戻せない日本の農山漁村の景観や環境・文化を守り、地域資

源を生かしながら美しい村としての自立を目指す運動を展開していきます。（中略）

自然と人間の営みが長い年月をかけてつくり上げた本当に美しい未来を残したい、

小さくてもオンリーワンの輝きを持つ日本の美しい村を 

とあります。まさしく風景は重要な社会資本であり、組織で守っていくものだと認識

しています。 

しかし、この理念について村は実効性のある取組を行ってきたのか、非常に疑問が

残ります。 

特に古民家等の景観を守る活動については、個人の所有物だからという理由から、

完全に家主さん任せの状況です。そして、担い手である家主さんたちの多くは、高齢

化により維持管理が日ごとに難しくなっています。取り壊されてしまった魅力的な古

民家もあります。 

個人の所有物に行政の介入は難しいということは百も承知の上で、改めて村長の考

えを聞かせてください。 

○村  長  御質問の古民家の一例につきましては、美里地区のかやぶきの家を指してそうおっ

しゃっているのかなというふうに思っております。この民家に関しましては、残念な

がら今年の７月に解体をされました。このかやぶきの家は、村の代表的な景観の１つ

でもあります。中川村を代表する景観ということでポスターにもなっておりますので、

このかやぶきの民家は皆さん御存じかと思っておりますけれども、春の桜、秋の紅葉

の季節には、背景のアルプスの山並みとともに、カメラマンの被写体として多くの方

- 32 - 

が訪れ、これを写真に収めているということであります。 

数年前から取壊しの意向については伺っておりまして、地域の皆さんとともに保存

に向けての協議を続けてきたところであります。 

昨年からは、より具体的に所有者の方と保存に関する話合いを何回か行ってまいり

ました。結果としてこのような状況になったことは大変残念なことであると感じてお

ります。 

具体的な協議の中では、村の代表的な景観であることからクラウドファンディング

を活用した保存などの提案を行ってきたところであります。 

結論から申しますと、議員も言われましたが、個人の方の所有であることから御本

人の意向が最優先であること、生活と一体となった建物であることからも同様のこと

が言えます。 

農村文化を保存し伝承するという点では、歴史的、文化的、あるいは景観的資産と

して価値のある建造物の保存は大変重要なことであるというふうに考えております。 

歴史的な価値のある建造物につきましては、村の文化財として指定し保存するとい

う方法が１つあります。 

また、景観上保存すべき資産につきましては、中川村美しい村づくり条例の第 10 条

でこういうふうにうたっておるんですが、「村長は、村の良好な景観の形成に特に重要

な役割を果たすと認められる建造物、樹木、史跡等又は地域で、将来にわたって保全

する必要があると認められるときは、景観保全資産又は景観保全区域（中略）に指定

することができる。」というふうに定めております。 

また、これに指定された場合には、保全のために必要な助言、指導、また一定の助

成を行うことができることも規定をされております。 

かやぶきの家につきましては、この対象にできないか協議をした経過もありますけ

れども、一定の制限が求められることですとか、所有者及び周辺地域の同意が必要で

あるということから、指定には至りませんでした。 

いずれにしても、村として保存していくべき資産の考え方、この基準がしっかりし

ていないと、これを残してこれは残さなくてもいいだろうっていうわけにもいきませ

んし、これを明確にしていくこと、もう一つ、個人の所有物である資産につきまして

は所有者の考えがやはり第一になります。 

また、何らかの形で指定したとしても公費としてどこまでの支援が可能か、地域、

民間団体等と連携した保存あるいは活用のほうがないかなど、個々のケースに応じて

の判断や対応が必要ではないかというふうに思っております。 

取り壊されてしまいましたけれども、今申し上げたように、これに関しては村とし

ても何とか残す方法を探ってきたところでございます。 

○７  番 （島崎 敏一） 美里の古民家の件を村長はお話しされましたが、そこに限らず、私

は、村に当たり前にある景観、母屋の脇にある土蔵であったり、昭和初期に建てられ

た立派な古民家であったり、そうでなくても中川村らしい古い住宅がだんだんと壊さ

れて景色が変わっていってしまうことにすごく寂しさを感じています。 
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日本で最も美しい村連合に加盟していて、こういった古民家保全に対して今までに

何か利点っていうのはありましたでしょうか。 

○村  長  連合に加盟していての利点といいますか、こういう民家に対しての目の向け方が変

わったとか、個々のものに対してどうしようっていうことは特にありません。 

ただ、先ほど島崎議員が日本で最も美しい村の目指す理念をお話しになりました。

連合に加盟している中で、例えば、１つは原村という村があります。この村の中では、

土蔵の、何ていいますか、こてで絵を描くといいますか、そういう独特な文化が残っ

ていますので、ひとつこのことを残していこうという運動をしているということは、

私は原村の美しい村連合としての紹介を見たときに知りました。 

ただ、この精神だけは残っているだろうなあと思っておるのが、実は、坂戸橋の重

要文化財課に伴い、あそこ全体の景観――桜並木でありますが――これは建造物では

ありませんが――これが古くなったんで一旦は切るけれども、やはりもう一度並木を

復活していくというのが美しい村連合としての在り方、村の１つの考え方としては精

神に残っているかなあというくらいでございます。 

○７  番 （島崎 敏一） 近隣の市町村に古民家の保全、活用について話を聞きに行くと、日

本で最も美しい村連合に加盟していることをとてもうらやましがられます。なので、

本当に有効に使うというか、しっかり連携を取って知恵を出し合うとか、仕組みをつ

くるですとか、住民活動を高めるとか、ぜひそういったことを村も一体になって取り

組んでいただきたいと思っています。 

それで、そういった保全、活用、生かす取組として文化庁が登録有形文化財建造物

制度というものをつくりました。この制度は平成８年からあって、文化財の保存を主

として行われてきましたが、平成 31 年、今から３年前に大規模な法改正がありまし

て、保存に加えて活用ができるように方向転換されました。地域に眠っている宝に登

録有形文化財という公的な価値を与えて建物のブランド力を高め、その建物を一定の

範囲内で活用することができます。 

一例を申し上げますと、農家民宿、レストラン、カフェなどに営業利用することが

可能です。 

例をもう一個申し上げますと、星野リゾートですとか、有名なリゾート会社は、古

民家や伝統的な建築が残る地区を丸ごと宿に改装したり活用したりしまして、インバ

ウンドの外国人観光客を誘致したりして先進的な取組を行っています。 

もちろん、登録有形文化財制度だけでは古民家の活用には不十分です。まず家主さ

んの意向が大前提として必要で、その上で個人または地域の方々が組織を立ち上げ、

共に活動を行っていく必要があります。 

古民家活用と保全は、その公益性や改修工事の規模の大きさから、個人で物件をプ

ロデュースしていくには荷がとても重いです。もちろん、それをやってのける方もい

らっしゃいますが、行政と当事者がタイヤの両輪のように歩みを合わせて活動してい

く必要があると思います。 

行政として古民家保全の機運を高めていっていただきたいと切に思います。 
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登録有形文化財の制度の周知や講演会、学習会などを行っていくべきと考えますが、

村長の考えをお尋ねします。 

○村  長  文化庁の登録有形文化財建造物制度についてでございますが、建築物、土木構造物

及びその他の工作物のうち、原則として建設後 50 年を経過し、国土の歴史的景観に寄

与しているものまたは造形の規範となっているもの、もしくは再現することが容易で

はないものが登録の基準となっておるようであります。 

ここで問題になるのは歴史的景観、文化財としての価値という点であるわけですが、

先ほど話がありましたかやぶきの家についても村の文化財指定の可能性については中

川村の文化財調査委員会で検討をされた経過があります。 

ちょっと申し上げますと、平成 28 年 11 月 29 日の文化財調査委員会のときであり

ます。これは今おっしゃった美里の方の所有物のかやぶきの民家の現地調査と文化財

指定の要否について議論があったということです。 

結論としては、この民家につきましては既に増改築をされておりまして中川村文化

財としての指定は難しい、ただし歴史的景観として保全することは大事であるという

ような結論に至ったようであります。 

単なる古民家では文化財の指定には該当しないという記録がここにあるわけであり

ます。 

村内に御指摘の文化庁の登録有形文化財建造物に該当する建造物等があるかどう

かっていうことはちょっと分かりませんけれども、文化財に指定された場合は一定の

制約も伴いますので、それに合致するものがあれば、所有者の意向や地域の機運など

も見ながら関係者の皆さんと制度について学習し、理解を深め、可能性を探っていく

ことがよいのではないかと思います。 

ちょっと外れてしまう回答かもしれませんが、先ほど星野リゾートのことをお話し

になりました。これからインバウンドで滞在型の例えば旅行者といいますか、そうい

う方が増えてきたときには、やはり非日常の体験をしたり自分たちにはないような景

観を見て体験したりするということが重要になってくるでしょうから、星野リゾート

はそこを狙っているんだろうと思います。 

そんなに大規模なものではなくても、古民家を改装したカフェですとか、そこらじゅ

うとは言いませんけれども、地域おこし協力隊の皆さんが改装して新しい意味で都会

の皆さんにそういうところを提供して大変関心を集めたり喜ばれたりしているという

ことも聞いておりますので、これはこれで、そういうところの相談っていいますかが

あったら、ぜひ村のほうに別な意味で相談をいただければと思います。といいますの

は、資源を活用して、自分の商売といいますか、そういうことに直結する、いわゆる

村としての助成制度もございますので、またこれは別の意味で活用をいただければと

思います。 

○７  番 （島崎 敏一） まず中川村の文化財に登録するかどうかをかやぶきの古民家につい

て調べたという話がありますが、登録有形文化財の仕組みとして、私が今申し上げて

いる登録有形文化財は市町村指定の文化財よりも重要度は低いものとなっています。 
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実は長野県の建築士会の中にヘリテージマネジャーという地域の文化財を守る建築

士さんの制度がありまして、そこで登録有形文化財の認定であったり調査であったり

文化庁への申請を行っている建築士さんに中川村の古民家を二、三見てもらったんで

すが、十分該当に値するという建物がありました。 

それで、家主さんにも立ち会っていただいて、あくまでも個人レベルですが、これ

からどうやって活用していくかっていうことを検討している、そういった小さい波が

起こっています。 

古民家の保全活動については、行政の動きと、もう一つタイヤの両輪となって重要

となるのは、個人であったり住民であったり地域であったりする村民の住民力といい

ますか、村民力といいますか、自分たちの地域をよくしていこう、価値を見いだして

それをなりわいにしていこうっていう力が大前提として必要だと思います。 

村としては、そういった村民の方々への例えば学習会であったり、自分たちの足元

に眠っている価値に気づくようなシンポジウムであったり講演会であったり、そう

いったことを日本で最も美しい村連合とも連携して広く村民の方に自分たちの眠って

いる宝について価値を見いだしてもらえるような啓発活動といいますか、そういった

ことをしてほしいなと思っておるんですが、いかがでしょうか。 

○村  長  村には、美しい村づくり条例は先ほどから何度も申し上げておりますけれども、あ

りますし、美しい村づくり協議会、これも機能しておりますので、今、議員がおっしゃっ

た具体的なお話がちょっと私どものところに聞こえておりませんので、また改めてお

聞きをして、こういう動きについては紹介をさせていただきたいので、ぜひ御協力を

お願いします。 

ということと、もう一つ、美里のかやぶきの民家の活用の方法については、実は地

元の皆さんがこれを何とか残す方法としては活用しないと駄目だろうということで、

あの付近の景観、つまりあぜ道と水田というか、民家の前の水田、これをもうちょっ

と地域の近くの皆さんで何とか活用し守っていく方法がないだろうかということも含

めて、実はずっと研究をされてきたことも事実でありますが、なかなか所有者の方と

意見が折り合わなかったっていうことも聞いております。それは、やはり観光客が物

珍しく来れば、土手は踏み荒らすかもしれないし、近くのうちの中をのぞくとか、そ

んなこともあるかもしれないので、ちょっとそこまでは議論が進まなかったというふ

うに聞いております。 

しかし、これからの方向としては活用の方向を――今の例ばっかりじゃないと思い

ますので、美しい村づくりを地域から、そういった歴史的なというか、地域を代表す

るような建造物を使いながら地域づくりをやっていくということは必要だと思います

ので、くどくなりますけれども、こういった活用方法については、ぜひ議員の情報も

お伝えいただきながら、私どもでも調べていきたい、このように思っております。 

○７  番 （島崎 敏一） 私も少し関係しておったんですが、かやぶきの古民家のことは、や

はり家主さんの御意向っていうのが第一でありますし、私もそれ以上のことは申し上

げられませんので、もう風景として存在しないので、私としては寂しかったなってい
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う気持ちです。 

それで、地元の方が田んぼとか景観を活用してやっていこうという話は私も存じ上

げております。 

今後、こういった古民家を、建物だけじゃなくて景観として、風景全体として守っ

ていくときには、やはり村民だけの、地区だけの取組では難しい問題ですので、外部

の方の意見ですとか、全国でそういった集落維持とか地域活性化に取り組まれている

外部講師などを呼んで、そういった呼ぶっていうことに関しては日本で最も美しい村

連合のつながりも使って、そういった外部の方も招いて幅広い議論や行動をしていく

必要があると思いますが、いかがでしょうか。 

○村  長  そういう方がいらっしゃれば、私どももぜひ招聘というか、来ていただいて正しい

見方を学ぶとともに、方向性に私どもが気づいていないということが多くあると思い

ますので、また、こういうふうにすればという例も含めて大いに学ばせていただけれ

ばありがたいと思っております。 

○７  番 （島崎 敏一） 今後の展望に期待ができる答弁を得ることができましたので、これ

で私の質問を終わりにします。 

○議  長  これで島崎敏一議員の一般質問を終わります。 

ここで暫時休憩とします。再開は午後１時 10 分とします。 

［午前１１時５０分 休憩］ 

［午後 １時１０分 再開］ 

○議  長  会議を再開します。 

休憩前に引き続き一般質問を行います。 

４番 長尾和則議員。 

○４  番 （長尾 和則） 私は、さきに通告しました一般質問通告書に基づきまして３項目の

質問をさせていただきます。 

１項目めとして、村民の皆様の一番身近な自治組織である地区、地区における課題

解決について質問をいたします。 

昨年度制定された中川村過疎地域持続的発展計画は計画期間が 2021 年度～2025 年

度を対象としておりまして、中川村第６次総合計画とともに村の政策の骨子になるも

のと承知しております。 

計画の中の村づくりの基本方針の中に「集落の整備」の項目が挙げられております

が、そこでは住民自治・コミュニティー活動について次のようにうたわれております。 

安全で住みやすい快適な地域づくりをするために、行政と村民が相互に連携し、

“公助・共助・自助”の精神に立って、村民参加と協働による村づくりを進めます。

村民にとって最も身近な地域コミュニティ組織である地区（自治組織）の活動を活

性化するため、時代に応じた問題の把握とその解決に向けた取り組みを支援します。 

このようにあります。 

まさしく村民にとって一番身近な自治組織である地区は地域づくりの要であると考

えます。 
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中川村には地区が 27 あるわけですが、御承知のとおり、各地区によって人口や年代

構成、また住環境等が異なり、地区それぞれが幾つもの問題や課題を抱えながら、役

員の方々を中心に懸命に地域づくりに取り組んでおられます。 

一方で、社会全体の問題として人口減少、高齢化社会の進行に対応していくという

課題があるわけですけれども、中川村第６次総合計画を策定するために、2018 年、今

から４年前に行った村民アンケートでは、「人口減少社会において今後どのような施策

を進めていくべきですか」というアンケートの問いに対して 25.3％の村民の方が「自

治組織活動を維持、存続するため組織の見直しや地区の再編を行うべき」と回答され

ております。この 25.3％という数値は、「住宅施策の積極的な推進」、これが 32.7％で

す。これに次いで２番目に高い数値であります。村民の方々は、人口減少社会に向け

て自治組織活動を見直す時期に来ていると、こういう民意であると捉えられます。 

また、各地区における自治組織としての役員任期は毎年１月１日～12月31日となっ

ておりますので、12 月上旬であるこの時期は、どの地区も役員の選出や引継ぎ等に御

苦労されている頃かと思います。 

恐らく役場に対しても地区役員の人数や役員の仕事の内容等について地区の皆様方

から要望や御意見が過去から出されておるかと推測いたします。 

１点目の質問です。 

そのような地区からの声、また先ほど紹介した４年前のアンケート結果は、過疎地

域持続的発展計画にうたわれている時代に応じた問題の把握、これにつながるものと

考えますが、村では地区における問題の現状についてどのように捉えておられますか、

また、その問題の解決に向けて取組の支援はどのように考えておられますか、お尋ね

します。 

○村  長  地区の問題につきましては様々な機会を通じて伝えられております。 

昨年、新型コロナウイルス感染症による生活への影響や村民生活に関連する分野で

住民生活影響調査、これを行いました。 

地域コミュニティーに関するものとしましては、地区役員などの担い手の状況の設

問、これをいたしました。「既に顕著な影響が出ている」が 33％、「影響が出始めてい

る」が 48％で、合わせて約８割の方が、地区の地域コミュニティーの維持、これに少

なからず影響が出ているという結果になりました。 

それと、もう一つ、担い手に対する対策を設問したところでありますが、取り組む

必要があると考えられるものとして複数回答の中で最も多かったものは「地区での負

担軽減・イベントの縮小」で 56％、続いて「移住者の受入れ等の人口対策」が 49％、

「担い手の育成」が 36％となっております。 

もう一つ、自由記載では多くの地区の問題や提案が出されております。 

この調査を何のためにやったかということですけど、やはり地区の問題を見えるよ

うにしたい、こういうことで行ったわけです。 

今年の８月に総代会を行ったんですけど、総代会の場ではこの調査結果を基に総代

同士で地区運営に関する意見交換の機会を持ちました。コロナ禍で地区のコミュニ
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ティーが従来どおり維持できていない、高齢化・役員の担い手不足が生じているといっ

た課題が出された一方、地区加入金の見直しを行った、役員や行事・作業の見直しを

検討しているなど、課題解決に向けて検討している地区も複数ありました。 

以上の状況により、地区の問題については、地区とともに改善しなければならない、

そういう課題であるということを認識しております。 

地区に対しての取組の支援のお尋ねでございますが、２点に絞られるかと思います。 

まず１つは、コロナ禍で減ってしまいました総代同士の意見交換、総代さんたちが

お互いの状況を出し合いながら意見を交換する、当面はこういう機会を何とか増やす

こと、それから２つ目、地区の将来の在り方や課題解決のための地域力維持のための

地区の活性化計画――今現在３つの地区で取り組み、２地区では策定済みになってお

りますけれども、この策定または実施のための話合い、こういったことに行政として

村の役場の職員が参加し計画づくり等を支援してまいりたいということを当面の支援

策としては考えております。 

それから、総代や役員の負担を減らすために、実は、この間、幾つか減らしてきて

いるものもありまして、その１つが交通安全協会の会費の徴収、これを取りやめてお

ります。また、交通災害共済掛金の全額村負担化、これは今年の４月からやっており

まして、こういったことをやって地区の皆さんには御迷惑をかけないようにしており

ます。 

しかし、そういうことをやりながら、現在、地区にお願いしている総代をはじめと

する役員の在り方、こういったことについては、地区の活動の現状から、ちょっとす

ぐに減らすことはできないかなということを現在は考えております。 

○４  番 （長尾 和則） 村におかれても問題意識を持たれて、アンケート等を取られて地区

における課題解決に向けて動いておられるということは理解いたしました。 

私は、この質問をさせていただくに当たって、飯島町の自治組織の体制、また課題

の解決について飯島町役場の地域創造課の方からお話を伺いました。今、村長がおっ

しゃった部分と若干重なるところがあるかもしれませんが、御紹介をさせていただき

ます。 

飯島町は、中川村でいうところの地区、飯島町では耕地と呼称している自治組織が

44 ありますけれども、飯島、田切、本郷、七久保の４区長が区域内の耕地をまとめて

おられるわけです。 

お聞きしたところ、区長が地区のリーダー役を務める自治体性は飯島町発足以来の

ものだということでした。 

中川でもアンケートを取られたというお話でしたが、飯島町では、2016 年、今から

６年前に、飯島町自治組織アンケート、こういう調査を行われたようです。そのアン

ケートでも、今、村長のおっしゃった中川の村民の方と同じような問題意識が挙げら

れております。自治組織の組織や運営方法などについて大きな見直しが必要だと、こ

ういう結果がアンケートで示されたということです。 

飯島町では、その後、各耕地の自治会長さんへのアンケートや聞き取り調査を大分
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頻繁に行ったというふうに聞きました。 

また、役場庁舎内で横断的に課題解決に取り組まれて、約 30 項目の地域課題に取り

組まれ、その９割について今日解決を見ておるということだそうです。 

具体的にどういった項目を解決されたのですかというふうにお尋ねしました。中川

でも先ほどの答弁のようにもう具体的に解決されておる項目があるようですが、例え

ば各役割における女性部長の廃止、やはり先ほどの７番議員のお話にもありました、

性差別という言い方はよくないかもしれませんが、そういった観点から女性部長の廃

止、年１回程度の会議出席のためだけの役割はもうほかの役と統合するとか、あとは

地区合併浄化槽管理組合の解散等をされた――もっとたくさんあるんでしょうが――

ということでありました。 

翻って、私が中川村の地区における問題と考えていることを幾つか挙げさせていた

だきます。 

これも先ほどの村長の答弁と重なる部分があるかと思いますが、御容赦ください。 

人口の少ない地区では役員が頻繁に回ってきて大変負担が大きいということ、自治

組織の役、公民館の役、日本赤十字社の役等々、地区には各組織から役員選出の依頼

が来ておりまして、また加えて各地区独自の役もあることから、その数が多過ぎると

いう声があります。 

また、自治組織としての役員任期は１月１日からでありますが、公民館の役員任期

は４月１日からでありますので、役員選出や引継ぎが行いづらい、こういった声をお

聞きしております。 

このほかにも地区ごとに多くの問題や課題を抱えておられるかと思いますし、地区

のみでは解決できない問題、村全体で解決策を検討しなければいけない問題等、多々

あると思います。これも先ほど村長の答弁の中で言っていただきました。 

多岐にわたる問題の解決を図るため、その問題を整理した上で村全体において検討

する必要があると私は思います。私は考えます。 

身近な自治組織である地区の問題を将来の世代にそのまま残すわけにはいきません。 

また、移住者の定住を促すためにも、地区の問題は積極的に取り組んでいくべきで

あります。 

そこで、私から１つ提案をさせていただきます。 

自治組織の課題解決検討委員会、こういった委員会を立ち上げて、各地区の代表者

及び各団体の代表者によって時間をかけて――これも先ほどなかなか一朝一夕にはと

いう村長の答弁がありましたが――やっぱり時間をかけて検討して具体的な解決策を

策定したらいかがでしょうか。 

例えば、例えばですけれども、地区としてのコミュニティーは現状の 27 のままとし

て自治組織を大くくりにする等の解決策は村全体で検討しなければ導き出せない解決

策だと思います。 

問題解決を目的とした組織の立ち上げについて村長のお考えをお尋ねします。 

○村  長  地区ごとに多くの問題や課題を抱えているっていうこと、それから課題解決の必要
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性があるということも承知をしております。 

先ほど飯島町の４つの地区といいますか、それが議員のおっしゃる大くくりの地区

というイメージかと思いますが、これを村に当てはめてみますと、例えば古くからの

単位としてあります片桐村、いわゆる大草村とか葛島村というふうな単位に置き換え

てみると、今は、例えば葛島区はありますし、片桐区っていうのもあります。ただ、

大草にはそういった単位のものがないということがありますので、これは将来を見据

えたときにあるべき課題として考えていく必要はあると思いますけれども、今急にと

いうわけには恐らくいかないだろうと思っております。 

議員のお尋ねでございますけれども、まず、先ほど申し上げたとおり、総代会の中

でも、問題を抱えているところ、小さいところは何回も役が回ってくるとか、もうずっ

とこれは思っているところで、それはそれなりに工夫をしているところもあるわけな

んですね。 

ですから、そういうところは、当面 27 地区はちょっといじらないとしたときには、

役員の在り方っていうのは、うちはこういうことをしている、こんなふうにやってい

るという経験交流をしながら、その地区独自の中で合理的に直せるものは直していけ

るんではないかという方法が 1 つです。ですから、コロナ禍ではありますけど、やは

りそういう機会を多く持っていく必要があるかなと思っています。 

そのためには、１度に集まらなくても、地区にいわゆるＷｉ―Ｆｉも整備しており

ますので、こういったものを活用して、例えば総代さんを一堂に集めるっていうこと

が難しければ２回とかいうふうに分けて、それで会議をしながら全体をこちらで統括

してそれぞれに意見を出してもらうっていう方法も、議論の在り方っていうか、会議

の持ち方もできるでしょうし、そんな工夫をする必要があるだろうと思っております。 

それで、やはり希望する地区には、地区の将来の在り方や課題解決のための地域力

維持のための地区活性化計画、これが今は３つの地区で検討して２つが出来上がって

いるというふうに先ほど申し上げました。この支援を引き続きやること、これも考え

ております。ただし、これは住民自治が大原則でございますので、地区自身が本気に

ならなければ、行政が幾ら旗を振っても課題解決にはつながらないと思います。 

行政が縦割りでこういう仕事がありますよということで、先ほどお話がありました

とおり、例えば飯島町では会議を１回だけやるのはもうやめようと、あるいは女性だ

けが集まるような組織は不要ではないかと、こういうお話がありましたが、私もその

とおりだと思っております。 

ただし、例えば日本赤十字社という大きな組織があります。これは古いタイプの日

赤奉仕団という――奉仕団っていう名前がいけないかもしれないんですが――実際の

活動は何をしているかっていうと、これは結構重要な話でありまして、いざ災害が起

きたりしたとき、こういったときに、炊き出しですとか、いわゆる避難所やなんかを

どうやって維持するか、食事はどうやって提供するかっていうようなことを、現実の

話として訓練として全ての地区の皆さんが交代で覚えていっていただくことがいざ何

かあったときには大事になるということがありますので、これも一概に縦割りで全く
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役に立たないと、今は、もちろん何もなくて平穏無事なときはそう思うかもしれませ

んが、こういうこともあるということを１つはお考えいただきたいということでござ

います。 

いろいろ申し上げましたけれども、御提案をいただきました自治組織の課題解決検

討委員会、これにつきましては、こういう組織の立ち上げについては、その話合いの

中で行政も関わって村全体で考えるべきだという意見がある程度――アンケートを

取った中では、どうも地区の中ではかなり強いようでありますけれども、そういう声

が総代さん等の中から多く出てくれば、おのずと、やはり行政も間に入って、じゃあ

みんなで考えましょうということを仕向けていくことは行政としてもやぶさかではな

いと思っております。 

そういうことしかちょっと考えられませんけれども、どちらにしても、中川村に限

らず、この問題は多くの地域になると思うし、特に過疎化が進んでいるというか、や

はり旧来あった住民の皆さんがいながら担い手が減ってきている地区については共通

することだと思っておりますので、実は全国でもこれに悩みながらの先進的な取組も

いろいろ研究したり視察に行ったりしておりますので、大いにそういう地域は参考に

してまいりたいと思います。 

○４  番 （長尾 和則） ただいま村長からみんなで考えていきましょうという御発言もいた

だきました。 

地域における課題、何とかしなきゃいけないという解決に向けての方向性は皆さん

が考えておられるかと思います。 

今おっしゃっていただきましたが、課題への取組は、地域任せにせず、公助、共助

の精神、冒頭申し上げました公助、共助、この精神を前面に押し出して、行政として

も積極的に取り組まれていかれることを要望いたします。 

次の質問に移ります。 

「中川村の村営墓地の増設について」質問いたします。 

現在、中川村の村営墓地は、大草墓地が 69 区画、片桐墓地が 80 区画、計 149 区画

あります。 

令和３年度中川村決算報告書によりますと、149 区画のうち 146 区画は永代使用許

可済みであって、残っているのは片桐墓地における３区画のみです。 

お墓に関する法律については、昭和 23 年――1948 年に制定された墓地、埋葬等に

関する法律、通称、墓地埋葬法があります。 

この法律によりますと、墓地を新設する場合には都道府県知事の許可を必要としま

すが、原則として個人の所有する土地にお墓を造ることは認められないとしておりま

す。 

なお、昭和 23 年制定の墓地埋葬法施行以前から都道府県知事の許可を受けて設置

されていた墓地は許可を受けたものとみなすと墓地埋葬法第 26 条に規定されており

ます。このような追認型の墓地をみなし墓地と呼ぶそうですが、中川村にはみなし墓

地が圧倒的に多いと思われます。 
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また、墓地の経営主体については厚生労働省の「墓地経営・管理の指針等について」

によって次のように指導されております。「○ 墓地経営主体は、市町村等の地方公共

団体が原則であり、これによりがたい事情があっても宗教法人又は公益法人等に限ら

れること。」と、こうあります。つまり、基本は地方自治体が墓地を運営して、それが

できなければお寺などの宗教法人や公益法人が運営することとされております。 

中川村で新たにお墓を新設しようとする場合、もしくは何らかの理由で既存のお墓

を別の場所に移設しようとする場合、片桐墓地に残っている３区画か寺院が境内で運

営する寺院墓地、もしくは宗教法人または公益法人が運営する民営霊園を選択するこ

とになります。 

現在では供養の多様化が言われておりまして、納骨堂や樹木葬等が選ばれ始めてい

るとはいえ、埋葬と石塔、つまりは土と石による供養を多くの日本人が選んでいるの

が現状です。 

社会のインフラの側面を有する墓地は、行政において常に住民のニーズに応える必

要があると私は考えます。 

移住者の定住を目指していく上においても、墓地というインフラは一定以上確保し

ていくべきです。 

私が個人的に関係する方々に聞き取りをしたところ、将来、村営墓地の永代使用許

可を希望する御家庭が４軒あります。聞き取り調査です。そのことを考慮すると、村

内には、今後、村営墓地を希望する方が一定数はあると想像できます。 

片桐墓地に残っている３区画のみでよしとせず、今後、計画的に村営墓地を整備し

ていくべきと考えますが、村長の見解をお尋ねします。 

○村  長  現在、村に残っている墓地は２区画になります。 

ある事例では、突然御主人が亡くなられたので急遽購入をされたようですけれども、

墓石の建立時期は未定だそうであります。 

このように、お墓のないお宅の場合、遺骨をどうするか、あらかじめ準備ができて

いない場合も多く、慌ててという言い方は失礼ですけど、何とかしなきゃいけないと

いうことで買われる、墓石はその後で建立しましょうっていう場合もあるかと思いま

す。 

村営墓地の状況を説明いただきましたけれども、村として少し遡り数字を確認して

みたので、お聞きください。 

まず、平成 27 年度において村営墓地の空き区画は１区画であります。以後、６年の

間に購入されたのが３区画、返却が５区画あり、昨年度末は、購入が３区画あったん

ですけど、５区画返却で、差引きで３区画が残っているということのようであります。

今申し上げたのは全て片桐の墓地であります。 

先ほど申しましたが、買ってはみたけれども石塔を建てる前に返却がある、こうい

う場合もある一方、自分世代のための購入、ですから、将来、私が亡くなったときに

はそこに収まるということでの購入のようであります。 

大草墓地につきましては、異動がなく、既に過去からの石塔があるので家族が供養
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しているというふうに思われるところであります。 

また、既にお墓をお持ちの方も４件の墓地廃止がありました。人口が減っている中

で、お墓の需用は減っているとも、これは捉えられるかなと思います。 

私の知っている、私の家の後ろっていいますか、北側に共同墓地がありますけれど

も、独り暮らしのおばあさんが亡くなりまして、そこに墓石がありましたけれども、

末裔の方が墓じまいをして墓地も全て整理していかれるっていう、こういう例もござ

います。 

御質問の趣旨であります石塔の建てられる区画墓地の増設については、現状におい

ては数の面で必要性は少ないんではないかというふうに考えております。 

一方、村が心配なのは、管理者がいなくなった区画をどうするかなどであるわけで

あります。 

また、少子化や高齢化で、お墓の管理負担の少ない樹木葬や散骨、菩提寺への永代

供養などのほかに自治体が運営する合葬式墓地というのがあるようでありまして、最

近はこれが設置されてきているそうであります。合葬式墓地でありますが、近隣では

辰野町、伊那市、今年度は箕輪町でも募集を開始するそうであります。使用料につい

ては、区画墓地が 15 万円、これの３分の１程度、5 万円が設定をされているそうであ

ります。 

要するに、これからのお墓というか、葬儀、埋葬の仕方、死後もそこに入っている

という感覚というか、名前を残すとか、いろいろあると思いますけれども、今、議員

が提案されたことも含めて、合葬式の墓地の在り方もあるでしょうから、何ていいま

すか、御提案されることはお聞きをしながら、広い意味で、やはり埋葬の仕方も変わっ

ているということも併せて考えていきたい、もちろん、その４人の方がお墓を求めて

いらっしゃるという声も大事にしていきたいなと思っております。 

今は、ちょっとこういうことしかお答えできないところでございます。 

○４  番 （長尾 和則） この半年で１区画の永代使用許可が出たということで、今は２区画

ということで了解いたしました。 

私の聞き取りした４軒のお宅の方は、やはりいろいろお話しますと、どうしても村

営墓地でないといけないという条件です。ここで具体的には申せませんけれども、そ

うしたときに、当然、墓じまいされて空きがあれば、それはそれで選択肢もあるんで

しょうが、いかんせん、今の２という数字がいいのか、例えばもう 10 区画ぐらい増や

すとか、ぜひそういった検討もしていただきたいと要望いたします。 

私ごとで恐縮ですけれども、私は分家しましたので、私はいわゆる新家ですので、

自分でお墓を造らなければいけない。先ほど村長さんがおっしゃった、まさしく私は

その対象でありますが、おかげさまで片桐墓地に１区画の永代使用許可をいただいて

おります。ただ、まだちょっと早いと思ってお墓は建っておりませんけれども（笑声）

いずれはと思っております。（笑声） 

それで、たまに草取りに行き、その周りを見渡すと、いわゆるみなし墓地から移転

されたお墓がほとんどなんですね。ですから、まだまだそういったニーズっていうの
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は、いわゆる埋まっちゃったから移転はちょっとできないねっていうことを耳にして

おりますし、当然、新規の方で弱ったなっていう方の声も耳にしておりますので、ま

だニーズがあると私は思いますので、ぜひ前向きな御検討をお願いしたいと思います。 

次の質問に移らせていただきます。 

「中学生のキャリア教育の推進について」お尋ねいたします。 

１番目の質問の中で取り上げました中川村過疎地域持続的発展計画では、「教育の振

興」、この項目の中の学校教育の中に次の取組がうたわれております。「○キャリア教

育の推進のため、地域で活躍している方々に子どもたちに話をしていただく機会を設

けます。」と、こうあります。 

キャリア教育の定義は、中央教育審議会によりますと次のようなものです。「一人一

人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、

キャリア発達を促す教育」、こうあります。 

私は、この定義の中の必要な基盤となる態度という箇所に強く共鳴いたします。私

自身 44 年余りの企業人生活を過ごしてまいりましたが、振り返ってみると、そのベー

スに流れていたのは、勤労観、職業観、すなわち仕事に向かう態度であったように思

います。 

中学生という多感な時期にキャリア教育を通じて多くの大人と触れ合い、多様な生

き方や価値観に、また仕事に向かい合う態度に触れることは、極めて重要なことであ

ると思います。 

話は若干振れますけれども、先月８日に教育委員会で実施されました子ども議会、

大変すばらしい取組であったと評価いたします。 

私ども現役議員も子ども議員のサポートについて、子ども議員の皆さんと様々な会

話をさせていただきました。議会活動に興味を持ったとか、議会活動って面白いと感

じた等々、非常に前向きでポジティブな発言を聞くことができて大変うれしく、また

頼もしく思いました。 

このとき私が感じたのは、学校の学習と社会とを関連づけた教育、これの重要性で

す。先ほどのキャリア教育は、まさしくそうした教育の柱であると私は思います。 

先週金曜日の 12 月２日、村内の３小中学校を対象に中川文化センターにおいて第

５回目となるキャリアフォーラムが開催された旨を新聞報道で拝見しました。 

キャリアフォーラムの様子、また教育委員会として今後キャリア教育に取り組んで

いかれる姿勢、方針について教育長のお考えをお尋ねします。 

〇教 育 長  まずキャリア教育の取組についてお答えをさせていただきます。 

中川村では、キャリア教育の一環としましてふるさと学習に位置づけて学習に力を

入れているところでございます。 

今、議員からも御指摘がありましたけれども、キャリア教育といいますと、職業的

な自立、こういった位置づけが注目されやすいわけですけれども、定義にありますよ

うに社会的自立も含めた子どもたちの生き方に働きかける学びであるというふうに捉

えております。 
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保育園から小学校、そして中学校までの 12 年間を通しまして、自己を見詰め、ふる

さと中川村への誇りと夢を持ち、生きる力を育む、このことを教育目標にしまして、

現在、展開をしているところでございます。 

特に村の人、物、事に出会い体験的に学習すること、あるいは成功体験や失敗を克

服する体験をたくさんすることを通しまして自己肯定感や自己有用感を育んでいける、

そんな学習過程になるように配慮して、そうしたことを大事にして取り組んでいると

ころでございます。 

姿勢についてということもございますが、教育委員会としましては、中川村ならで

はのふるさと学習としてさらに充実させたいと考えておりまして、小中学校３校の先

生方で行う教育研修会というのが例年あるわけですけれども、本年度は教育研修会で

ふるさと学習をテーマに取り上げていただきました。 

これまでに、７月と 11 月の２回、研修、協議を行ったところでございます。小中学

校の先生方に、例えば保育園の「やまほいく」、これの実践を報告していただいたり、

あるいは地元のＷａｑｕａ合同会社から野外活動について学んだり、また、これから

の中川村のふるさと学習、こういったものの在り方についてグループ協議をしたりと、

先生方も非常に熱心に取り組んでいただいてきております。 

教育委員会としましては、こういう形で学校とも協力をしまして、こうしたキャリ

ア教育を進めていくということでございます。 

さらにもう少し説明させていただきますが、今お尋ねの中学生のキャリア教育の推

進というお尋ねでございます。 

現在、中学校では、１年生が中川村の再発見、２年生が中川村の創造、３年生が中

川村の発信、こういったことをテーマに位置づけて、発展的な学びになるように取り

組んできているところでございます。こうした学びを通して中学生は自分の生き方を

考えていく、そうしたことを狙いとしております。 

また、議員からもお話がありましたが、本年度から中川村子ども議会を開催するこ

とといたしました。村への提案という形でふるさと学習のまとめをするということ、

これは今後も継続して取り組んでいきたいと思っております。 

また、こうしたことが子どもたちは地域を構成する大事な一人であるという意識を

高めていけるのではないかと、そういうことも願っております。 

職業的な自立に向けては、中学２年生の９月に職場体験学習、それと、御紹介があ

りましたが、12 月にキャリアフォーラムということを行っております。過日行いまし

たけれども、今回は５回目ということで、今年は「将来の夢 ～仕事を選ぶ、働くと

は～」ということをテーマにしまして、中学２年生が司会、それとパネラーを務めま

して、そこに事業所からも参加していただいて、パネルディスカッションという形で

子どもたちが将来の夢、仕事を選ぶ、働くということについて考えるような、そんな

時間を過ごしました。 

また、中学１年生、東西小学校の６年生も招待をしまして、その児童生徒の皆さん

はｃｈｒｏｍｅｂｏｏｋで質問に答えて、今はそれが瞬時に集計されて表示されるも
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のですから、そういう形でパネルディスカッションにも参加をして一緒に考えるとい

う取組をしております。６年生にとっては、中学校ではこういう学習をするっていう、

そういったレジネスを育んでいく、そんな機会にもなったのではないかというふうに

思っております。 

その後、村内の 10 の事業所の皆さんに参加をしていただきまして、中学２年生の生

徒が自由にブースを回って、仕事内容の説明、あるいはブースの方から職業人として

の生き方っていうようなことも学んでおりました。生徒たちは大変熱心に質問したり

メモを取ったりということで、大変大きな勉強の機会になったというふうに見ており

ます。そうした中から、仕事の内容であるとか魅力、そんなものを感じ取る時間だっ

たと思います。 

これまでふるさと学習を行ってきた中学３年生が子ども議会であのような質問姿を

見せてくれましたけれども、ふるさと学習だけではありませんが、あの３年生の姿自

体がそういう学習を通した成果として１つの姿が現れているのではないかというふう

に捉えております。 

また、これからも村民の皆様にも十分協力を賜りまして、さらに子どもたちが成長

していける、そんな学びを支えていければというふうに思っております。 

○４  番 （長尾 和則） キャリア教育については様々な取組をされておるということがよく

分かりました。 

私はタイトルを中学生に対するキャリア教育というふうにしましたけれども、今、

教育長のお話を聞いておりますと、中川東・西小学校の子どもたちも働いている人か

ら直接お話を聞いておられるというようなお話でございます。小学生も御自身の将来

に向けて何かを感じ取ってもらうということは非常に重要なことだと私も思います。 

最後に１点だけ、キャリア教育に対して要望だけ申し上げて終わりにしたいと思い

ます。 

今お話しいただきました村内で働いている方、村内の事業所からのお話を子どもが

聞かれることは、村の魅力を再発見する、この趣旨から大変よいことだと私も思いま

す。もう１段階グレードアップして、例えば病院や消防署等、いわゆる世の中を下支

えしている方々、こういった職場で働く方の声、村内に住んでいる方にもこういった

職場で働いている方も多々見えるかと思いますが、そういった仕事の重要性っていう

のを子どもたちに知ってもらうことも大切かと思いますので、１点だけ要望させてい

ただきます。 

ぜひ、今、教育長がおっしゃったような方向で、なお一層キャリア教育を推進いた

だくことをお願いして、私の質問を終わりといたします。 

ありがとうございました。 

○議  長  これで長尾和則議員の一般質問を終わります。 

次に、３番 中塚礼次郎議員。 

○３  番 （中塚礼次郎） 私は、さきに通告いたしました２問の質問をいたします。 

１つ目の質問ですが、帯状疱疹予防のためのワクチン接種への補助制度についてで
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あります。 

帯状疱疹疾病については、近頃テレビなどで広く告知がされて、多くの方が見聞き

されていることと思います。 

帯状疱疹は神経に潜んでいる水痘・帯状疱疹ウイルスが活性化することで発症する

皮膚疾病です。通常は右側または左側のどちらか一方に出るのが特徴で、痛みを伴う

皮膚症状が３週間ほど継続し、症状は、まずぴりぴり、ちくちく、ずきずきといった

神経痛が出て、１週間程度で痛みのある部分に赤い斑点が見られるようになり、その

後、赤い斑点内に水ぶくれができ、水ぶくれが破れ、ただれ状態になり、最終的にそ

こがかさぶたになって症状が治まっていくという経過をたどります。 

帯状疱疹の原因は水痘・帯状疱疹ウイルスなので、このウイルスの保有者であれば

誰でも帯状疱疹になる可能性があります。 

このウイルスは水ぼうそうを引き起こすウイルスで、日本人の多くは幼少期に感染

しているため、日本人の成人の９割以上がこのウイルスを保有していると言われ、水

ぼうそうにかかってもウイルスは完全に除去されるわけではなく、実は神経細胞に

残っていて、心身とも健康であればウイルスが再び活性化することはないと言われて

いますが、加齢や過労、ストレスなどで免疫力が低下すると免疫で抑えることができ

なくなり、潜伏していたウイルスが活性化してしまい、潜伏している神経細胞の奥か

ら体内の神経を経由して体の表面に出てこようとし、まず神経が痛み――神経の炎症

ですね、その後、皮膚症状――皮膚の炎症が発症するという順序で進行すると言われ

ています。 

様々な免疫力低下がリスクとなりますが、加齢による影響が大きく、50 歳以上にな

ると発症率が急増し、帯状疱疹患者の約７割が 50 歳以上の方です。 

重症化すると自殺を考えるほどの痛みを伴うことがあるとも言われており、顔面で

は顔面神経の動きが悪くなったりし、目の付近にできると失明の危険もあります。 

また、下肢にできることによって歩行困難などの予後――治療後の状態がよくない

病気でもあります。 

私の親戚や友人にも、発症後、いまだに後遺症で病み続けている方、失明された方

がいます。 

高齢化が進む中で、50 歳以上になると発症率が急増すると言われていますが、村と

して帯状疱疹患者数の把握がされているでしょうか、されていればお聞きいたします。 

○保健福祉課長  それでは質問にお答えします。 

帯状疱疹は感染症法に基づく届出対象疾患ではないため、統計は取っておりません。

よって、患者数の把握ができていないのが現状であります。 

○３  番 （中塚礼次郎） 村として患者数の把握はできておらないということですが、高齢化

がどんどん進んでおりますので、報告はないかもしれませんが、そういった患者は村

の中にも多いんではないかというふうに思います。 

医療機関からは 50 歳以上の方への帯状疱疹ワクチンの接種が呼びかけられておる

わけでありますが、ワクチンには定期接種と任意接種の２種類があり、帯状疱疹ワク
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チンは任意接種で、国が使用を認めていますが予防接種法で規定されていないワクチ

ンで、個人の判断で接種するワクチンです。したがって、費用は原則自己負担となり

ます。 

病院の内科医師からの聞き取りですが、予防効果から２回のワクチン接種が必要と

のことで、１回の費用は 2 万円、２回接種すると 4 万円がかかります。接種するワク

チンにより１回のワクチン代が 7,000 円～1 万円とあるようですが、効果と予防の年

数の関係があるということで、１回 2 万円というふうなことで、私が聞き取りをした

内科の先生は、私も近々打つというふうな話がありました。 

しかし、２回接種による発症予防効果は 50 歳以上で 97.2％、70 歳以上で 89.8％の

効果があるとのことであります。 

高齢化が進む中で発症者は増加し、発症と発症後の後遺症への苦悩や長引く通院な

どの苦痛を考えたとき、ワクチン接種代には代えられないと思います。 

国の厚生科学審議会において定期接種化に向けての検討が進められているとも聞き

ますが、早期の定期接種化に向けて声を上げていく必要もあるというふうに思います。 

今後、高齢者医療費の２割負担化がされ、加えてのワクチン接種費用は、高齢者に

とって大変厳しいものとなります。 

私は高齢者が安心して生活できるためにも帯状疱疹ワクチン接種の費用補助につい

て村として補助する制度が必要だというふうに考えます。 

帯状疱疹ワクチン接種の補助についての村の考えをお聞きいたします。 

○村  長  議員が述べられましたとおり、ワクチン接種には定期接種と任意接種の２種類があ

ります。 

定期接種のワクチンで予防する疾患は、感染力が強く、発症した場合の健康被害が

大きくなるために社会や集団で予防する必要があり、国が接種を勧奨し、村が接種を

行わなければならないというふうにされておるものでございます。接種費用は公費負

担、一部自己負担があるものも中にはあります。 

お尋ねの帯状疱疹ワクチンについてでございますが、議員がおっしゃるとおり、こ

れは任意接種のワクチンでありまして、個人が接種をしたほうがいいと判断したとき

に接種をするワクチンであります。したがって、費用は全額自己負担となるというの

が現状であります。 

しかし、帯状疱疹の発症頻度やワクチン効果の持続性から、接種に最適な対象年齢

と期待される効果、安全性などについての議論が国で行われておることも事実であり

ます。調べたところによりますと定期接種化に向けての検討がされているということ

のようでございます。 

話は変わりますが、村内の診療所に帯状疱疹ワクチンの接種について伺いました。 

村民の方で５人ほどが接種をしたということであります。 

帯状疱疹のワクチンは値段も高く、副反応も強いと聞いております。よって、副反

応が怖くて打たない方も一定数いるのではないかとの推測をされております。 

帯状疱疹は、発症して早期に受診すれば抗ウイルス薬の内服が効きます。今までは
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点滴しか治療法がなく自己負担が大きかったところでありますが、薬は１日１回飲め

ばいいだけで負担も少なく、保険も適用されますので、帯状疱疹の早期受診の啓発が

大事だろうということを村内の診療所の所長さんはおっしゃっておりました。 

こういうことを踏まえまして、村としましては、まず帯状疱疹の早期受診を村民の

皆さんに呼びかける、こういうことを行ってまいります。 

そうしたことを行いつつ、国の定期接種化に向けての議論の状況を踏まえて対応を

検討したい、こう今現在考えておるところでございます。 

○３  番 （中塚礼次郎） 村長のほうで村の医師に聞いたところによると、ワクチン以外で、

帯状疱疹の予防や、そういうものに対する早期の治療で、比較的金がかからなんで対

処ができるというふうなお答えを聞いたという報告でありました。 

今は盛んにテレビの中でもこのワクチンの接種を呼びかけられたりして、村の中で

も夫婦で 2 万円ずつかけて２回受けて 8 万円かかったというふうな事例もあるけれど

も、4 万円かければ 10 年の余の予防が確保されるというふうなことで、7,000 円～1

万円くらいのワクチンもあるようですが、そういうものになったということでありま

す。 

簡単に考えるとあれですが、かかった後にいろんな後遺症で相当苦しんで、帯状疱

疹の後３年も、いまだに体が元に戻らないという人や、体半分に症状が出て片目が失

明したというふうなことも身近で聞いたりしておりますので、何とかそういったもの

に多少なりでも村から補助ができればということでこの質問をさせていただきました。

再度よく検討していただいて、できれば補助していただきたいというふうに思います。 

それでは、私の２問目の質問です。農水省による肥料価格高騰対策について質問を

いたします。 

今、農業生産に必要となるあらゆる価格の高騰に、農家をはじめ地域産業は大変な

状況となっています。 

農家にとって肥料価格の高騰は死活問題となります。 

農水省による肥料価格高騰対策が打ち出され、説明会が各地で進んでいるとの新聞

報道がありました。私は、この報道を目にするまで、本当に恥ずかしい話であります

が、対策の具体的な内容を知りませんでした。 

農水省から打ち出された対策の内容とは、各農家からの申請により肥料の１割低減

を前提に高騰分の 90％のうち７割しか補塡がされないことや、６月以前の高騰分は対

象外であること、支払い時期も遅いとのこと、来年５月以降の対策については今後検

討するなど、内容はまだまだ不十分と言われています。 

対策の詳細が明らかでない部分もありますが、申請時期、申請には請求書、領収書

などが必要となり、支援の内容では 2022 年６月以降の値上げ価格で今年６月から来

年５月までに注文、購入した全ての肥料費の総額が対象です。肥料の使用時期が来年

６月以降でも注文、購入が対象期限内であれば申請の対象となります。 

申請時期、必要書類ですが、22 年の６月～10 月の秋肥分は 11 月以降に申請が受付

され、22 年の 11 月～23 年５月の春肥分については 23 年の２月から受付とされてい
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ます。 

申請に当たっては、注文時期の分かる注文書、領収書または請求書など支払い義務

が発生していることが確認できるもの、化学肥料低減計画書や低減対策の判定では既

に取り組んでいるものまたは来年取り組むものを取組メニューの中からそれぞれ２つ

以上選ぶ方式として、取組の効果などは求められていません。 

土壌診断の結果、肥料計画書、購入肥料の伝票、作業時の写真などを保管しておく

ことも必要です。 

堆肥の利用については、有償、無償によらず入手し利用している場合、取組として

は計画書に丸を記入することができますが、肥料法に基づく届出がされているものは

支援金の対象にならないとされています。また、特殊肥料の届出がされていることの

確認が必要です。 

有機栽培や特別栽培農産物認証を受けている農家については、認証を受けている証

明があれば取組計画書の作付概要欄に「有機等」と記入するとしております。 

有機認証・特栽・環境保全型農業特設支払いが全面積の半分以上を占める場合と代

表的な作物や準ずる作物群の２品目以上で化学肥料の２割縮減が証明できる場合は取

組要件を満たしていると判断されます。 

有機栽培の場合はチェック欄も空欄で構わないというふうになっております。 

以上が私の知る範囲の農水省による肥料価格高騰対策の内容でありますが、減化学

肥料の取組も実績参入、有機・特栽農家も対象となる支援対策です。 

全ての農家が肥料価格高騰対策支援の内容を知り、理解して申請に向けた準備をす

ることが喫緊の課題と考えます。 

肥料価格高騰対策については、話題にもなっていませんし、農協から取組に対する

周知も徹底されていないような状況です。行政として取られた対応があればお聞きを

いたします。 

〇産業振興課長  それでは、私のほうからただいまの御質問に対して答弁をさせていただきます。 

３つほど御質問がございまして、村としての対応というところで回答をさせていた

だきます。 

まず、取組実施者ということで御質問がございました。 

こちらについては、取組の実施者は各農家になります。 

ただ、各農家が５戸以上のグループで申請をするという形になっておりますので、

５戸以上であれば何件でもいいんですけれども、そういった形で申請をするというこ

とになります。 

また、肥料高騰対策の窓口につきましてはＪＡとなっております。農家がＪＡを通

じて申請をすることとなりますが、農協の利用農家であればＪＡのほうで肥料の購入

の履歴が把握できるという状況であります。 

補助割合については、国が７割、県が２割の上乗せを行って補助をするということ

で、価格上昇分の９割が最終的には補助されるという形になります。 

具体的に村としての対応についてでありますが、申請に当たりましては、ただいま
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議員からお話のありましたように、各種の制限や取組メニューの選択など、農家にとっ

ては非常にハードルの高い内容というふうにこちらのほうも認識をしております。Ｊ

Ａと連携しながら、適正な申請が行われるよう村としても啓発や相談に応じていきた

いというふうに考えております。 

また、農家の中には、当然ですがＪＡから購入していない、ＪＡの組合員ではない

という方もいらっしゃいますので、そういう方につきましては、村の農政係を通じま

して――この補助金制度の県内の窓口は県の農政部のほうでやっております協議会が

窓口になっております。ですので、村を通じて農業農村支援センター――県の出先機

関でありますが――そちらのほうへ申請を行うように村としてもアドバイスを行い、

窓口となって対応していきたいというふうに考えております。 

○３  番 （中塚礼次郎） ３つほどの質問を考えておりましたが、今、課長のほうから答えを

いただいておりますので、もう一度ちょっと答えられた内容について整理をして私の

質問を終わりたいと思いますが、取組実施者は農協だということで、農協から買った

りしていない農家もあるということで、それについては行政として対応していくとい

うお答えだというふうに思っています。 

先ほども申しましたように、肥料価格の高騰によって農家は非常に経営的に大変で、

持続可能な経営をするためにも、どうしてもこういった対策が必要だというふうに思

うわけです。 

内容から見ても、結構幅広く対策がされ、それぞれいろんな形の農家も対象になる

というふうなことがありますので、農協が取組実施者というふうなこともあるわけで

すけれども、農協と行政からも取組の支援がどうしても必要だというふうに考えます

ので、村としても、そういった人たちの申請漏れがないように、できるだけこの対策

を受けられるような形で努力をしていただきたいというふうに思います。 

以上で私の質問を終わります。 

○議  長  これで中塚礼次郎議員の一般質問を終わります。 

ここで暫時休憩とします。再開は午後２時 40 分とします。 

［午後２時２０分 休憩］ 

［午後２時４０分 再開］ 

○議  長  会議を再開します。 

休憩前に引き続き一般質問を行います。 

５番 桂川雅信議員。 

〇５  番 （桂川 雅信） 私は、さきに通告いたしました一般質問通告書に基づきまして質問

したいと思います。 

全部で３問です。 

最初に「熱海の土石流事件の教訓をどう活かすか（その２）」であります。前回に引

き続きこの問題を取り上げたいと思います。今回のサブテーマは「～市町村も責任を

問われる時代になる」ということであります。 

2021 年７月３日に熱海市伊豆山地区で発生した土石流は、逢初川源頭部に造成され
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た盛土が崩壊して大量の土砂が下流域へ流出し、死者 27 人、行方不明者１人、半壊・

全壊家屋 128 棟という甚大な被害を発生させました。 

この事件について９月議会でも質問しましたが、国が定めた盛土規制法では県と市

町村にそれぞれの役割を果たすよう求めており、この法の中心的眼目である隙間のな

い規制を実現するためにも、村での対応を求めるものです。 

熱海土石流事件では、2022 年５月 13 日の逢初川土石流災害に係る行政対応検証委

員会の最終報告書においての行政対応の失敗だったとの結論を受けて、静岡県は令和

４年９月８日付で逢初川土石流の発生原因調査報告書を公表しています。 

静岡県が公表した調査報告書では、降雨時の大量の地下水浸入により過剰間隙水圧

が発生し、盛土底面での剪断抵抗の低下による盛土全体の滑動崩落につながったと結

論づけました。 

谷埋め盛土は地震時に過剰間隙水圧の発生によって滑動崩落することは釜井教授ら

の報告で明らかとなっていましたが、降雨時の地下水位上昇によって谷埋め盛土の滑

動崩落が証明されたことは公式には初めてで、特に、行政機関である静岡県が土石流

事件に真摯に向き合い、事実の解明に詳細な解説を付して公開したことは高く評価さ

れるものです。 

静岡県がこのように谷埋め盛土の滑動崩落現象を認めた背景には、国が盛土規制法

の審議過程で谷埋め盛土の滑動崩落現象を正式に認めた点が挙げられます。 

斉藤鉄夫国土交通相は、盛土規制法案を審議した本年４月６日の衆議院国土交通委

員会で、盛土の安定性評価に用いる安定計算について、これまで法的には想定してい

ない盛土の地山との境界部の液状化を前提に新たな技術基準をつくる考えを表明して

います。業界紙では「液状化しない前提を転換、国交相が開けた盛り土規制のパンド

ラの箱」と報道されました。 

このように国は盛土規制法の制定過程で大転換を図った経過があって、成立した盛

土規制法の基本方針には①隙間のない規制、②盛土などの安全性の確保、③責任の所

在の明確化、④実効性のある罰則措置の４点が盛り込まれたことに自治体はもっと注

視する必要があります。 

盛土規制法の制定に当たり、国土交通省は、その背景として 

昨年、静岡県熱海市で大雨に伴って盛土が崩落し、大規模な土石流災害が発生し

たことや、危険な盛土等に関する法律による規制が必ずしも十分でないエリアが存

在していること等を踏まえ、（中略）、土地の用途にかかわらず、危険な盛土等を包

括的に規制します。 

と述べています。 

つまり、今回の法改正では、盛土規制法の４つの基本方針のうち隙間のない規制と

は、これまで規制が行われていなかった地域でも漏れなく規制できるようにするとい

う国の意思が働いています。 

この法改正を受けて長野県も長野県土砂等の盛土等の規制に関する条例を制定しま

したが、この条例の審議過程において出されたパブコメをまとめた「長野県盛土等に
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よる土砂災害の防止に関する条例(仮称)骨子(案)」へのご意見の概要と県の考え方」

の中に以下のやり取りがあります。 

意見「県が盛土条例 3,000 ㎡とするならば、3,000 ㎡以下の同様の市町村条例を県

の責任において、市町村に作成させてほしい。」 

県の回答「市町村における規制の必要性は、各市町村が判断するものと考えていま

す。」 

９月議会でも紹介しましたが、県の見解は県条例の第 34 条 市町村の条例との関

係においての市町村で必要ならば自分たちで条例をつくりなさいとした規定と連動し

ているものです。 

県条例第 34 条では、 

土砂等の盛土等に関し、市町村の条例によりこの条例の規定に基づく土砂等の崩

落等による災害の発生の防止と同等以上の効果が図られるものと知事が認め、規則

で定めるところにより公示したときは、当該市町村の区域においては、この条例の

規定を適用しない。 

と記してします。 

パブコメの意見とそれへの見解に即して言えば、例えば長野県条例で規制対象とな

るのは「盛土等を行う土地を含む一団の土地の面積が 3,000 平方メートル以上又は土

地の高さが５メートル以上となるもの」ですが、この規定で言えば谷間に数百立米程

度の盛土を造成することは規制を逃れることことなってしまうので、市町村で実態に

即して規制基準を設けることができるようにしているということになります。 

これまでにも県がこのように市町村条例での規制基準の設定を促した例として太陽

光発電施設設置条例などがあり、県は対応マニュアルで土砂災害が危惧される場所へ

の太陽発電施設設置の規制は市町村条例で対応するように指導しておりましたし、中

川ではこのマニュアルに沿って条例を制定し、禁止区域の規定を設けてきました。 

中川村太陽光発電施設の設置等に関する条例の設置禁止区域設定の規定は上位法に

基づいたものではなく、県の対応マニュアルに沿って作成したもので、村独自の判断

で地域の環境を守ろうとした大きな成果でした。 

熱海土石流事件は日本全国に谷埋め盛土の危険性を教えてくれたもので、国は盛土

規制法の中で県知事が規制区域を設定する際に市町村が別途申告する制度も設けてお

り、危険地域のカバーに漏れがないようにすることを目指しています。 

別の見方をすれば、国は県と市町村に問題の起こりそうな危険な場所での盛土を規

制する責任を負わせているとも言えます。つまり、今後、熱海土石流事件と同様の事

件が発生したら、そのときは県や市町村の責任が問われることを意味します。 

谷埋め盛土の危険性は盛土の面積や容量で決まるものではなく、たとえ少量の盛土

であっても下流域の集落等に滑り落ちれば甚大な被害になることは明らかです。 

そこで、隙間のない規制をするという国の方針に従って中川村盛土規制条例の制定

を提案します。 

また、この条例では、特に集落、公共施設、貯水池、道路などの上流域への盛土を
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明確に禁止して下流域の住民の生活、生命、財産の保全を行うこと、谷埋め盛土では

ない地域での斜面上の盛土についても県の許可基準である高さと面積を大幅に縮小す

ることを求ます。 

何度も申し上げますが、今回の法改正で隙間のない規制をするという点は熱海事件

の教訓を全国で生かすという点でも重要な規定であり、積極的に市町村でも活用しな

ければ、次は市町村が責任を問われることになりかねません。 

村長の見解を伺います。 

○村  長  ９月定例議会での御質問に続き、県条例の隙間――隙間というのは漏れ、これに対

応すべきであるということの御質問をいただいたところでございます。 

県は盛土に関する危険が増す一定の規模として 3,000 ㎡以上と定めたものと考えま

す。 

議員の御指摘があったとおり、村民の命と暮らしを守るためには県条例の規制以下

のものについても各自治体の責任において監視すべきであるということについては、

そのとおりであるというふうに認識をするものでありますが、その場合、市町村が盛

土の安全性などについて技術的な検証と指導等を行う必要があるのではないでしょう

か。小規模自治体では、これは難しい課題でもあります。 

本当は県の対応マニュアルが示されることが市町村としては大変やりやすいわけで

すので、その動きがあれば対応したいと考えております。 

今できることでありますが、取りあえずのところは現行の中川村美しい村づくり条

例により事前届出――これは届出に過ぎませんけれども――を徹底させること、より

小規模の面積、1,000 ㎡からの対応の際には下流域への影響などを考慮して指導する、

このように考えております。 

いずれにしろ、重要な案件でありますので、引き続き地形特性の似た近隣市町村の

動向を注視しつつ判断をしてきたいというふうに考えております。 

〇５  番 （桂川 雅信） 小さな市町村で技術基準などの検討をするのは非常に難しいという

ふうにおっしゃっていましたが、私もそう思います。 

実は、この通告書を出した前後に、今、国のほうでも盛土規制法の施行規則の検討

に入っております。当然、技術基準も今検討中でありまして、今検討中の中身、審議

内容が国土交通省のホームページにも掲載されております。かなり細かい内容で中身

がつくられていますけれども、今まで出されていなかったような詳細な規制ができる

ような形で、今、どうも検討されているようです。 

先ほどちょっと申し上げたように、今年の審議会でも国土交通大臣が安定計算の算

定の計算方法そのものを変えようということをもう意思表明していますので、恐らく

そのことも次の技術基準には出てくると思います。 

そういう意味で考えると、国のほうである程度のところまでは規制法に沿って基準

が出されるというふうに思いますので、少し遅くなるかもしれませんけど、年が明け

てから規制法の細則が出てくるはずですので、それに伴って、恐らく県のほうも対応

してくると思います。そのときに合わせて市町村条例の検討もぜひ進めていただきた



- 55 - 

いと思います。 

何度も申し上げますけれども、これは市町村の責任が問われることになりますので、

同等な地形を持っているほかの市町村も同じですが、今、谷埋め盛土が行われて民間

の事業としてやられたときに、それを阻止しておかないと後々やっぱり大問題を起こ

す。もう熱海がいい例ですので、熱海はいろいろ届出等で問題を起こして、そちらの

ほうに焦点が当たっていますけれども、実際はあそこに埋めちゃいけなかったんです

よね。盛土をやること自体が間違いであって、むしろそれを規制できなかった国の法

規制の問題であるというふうに私は前回申し上げましたけど、この法律ができた以上、

次は市町村が責任を問われる、必ず責任を問われます。ですから、そのことをよく考

えていただいて、条例制定に向かっていただきたいと思います。 

この中で太陽光発電施設の条例のことを私は申し上げましたけれども、今、国のほ

うは後追いをしていますよね。今、国のほうはメガソーラーの問題についても少しず

つ目を向け始めていますけれども、中川村はもう既にこの条例で禁止区域を設定して

いました。今、国はそちらのほうにやっと目が向き始めた状態ですから、むしろ小さ

な市町村で先頭を切ってやっていくっていうことも私は必要だと思っています。 

次に移ります。 

「半の沢の盛土の記録保全について」です。 

半の沢の谷埋め盛土については、私が 2015 年 11 月に中川村リニア中央新幹線対策

協議会への意見を提出してから 2018 年までに４回の意見を提出し、2018 年 11 月には

県が設置した技術検討委員会、いわゆる第三者会への意見書を伊那谷・残土問題連絡

協議会の共同代表として意見書を提出してきました。第三者委員会への意見は、座長

をはじめ委員全員に読まれており、その後の議論に少なからず反映されていたと判断

しています。 

最終的に、この委員会での結論をもって現在の盛土工事が行われているわけですが、

盛土工事の詳細は、村には当然、村民には知らされないまま進行しています。 

前回の村のリニア対策協議会で私からソイルセメントの施工計画書を提出してほし

いと提案し、10 月末に開示されましたが、この内容を見ると当初ＪＲ東海が説明して

いた施工内容とは異なる部分も見受けられます。 

建設現場は、その都度、条件に応じて変化するものですから、当初予定を変更した

計画となることは当然あるはずで、問題はその記録が将来にわたってきちんと保全さ

れるのかという点にあります。 

私がソイルセメントの施工計画書の情報開示を受けた際に村の担当者からは「ＪＲ

からこの内容の開示は対策委員会の中にとどめてほしいとのことでした」と一言言わ

れましたが、現に進行している現場の施工計画書まであまり公開したくないという意

識は、この工事をこそこそさっさと終わらせてまいたいという意識そのものではない

でしようか。 

村としては、このようなＪＲ東海の言い分にはきちんと要望のある方には開示をし

ますと言うべきだと考えますが、担当課の意見を聞きたいと思います。 
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〇リニア対策室長  事業を進める上では、情報開示をすることを前提にＪＲ東海さんには資料要求をい

たします。 

〇５  番 （桂川 雅信） ぜひ、そうしていただきたいと思います。 

私がなぜこのことを問題にしているかというと、100 年後であっても村と県道の関

係者はこの谷埋め盛土の議論の過程から詳細な設計内容までをトレースできるように

しておくべきであると考えるからです。 

半の沢の盛土は県の道路建設事業の一環として行うものですから、この工事に関す

る記録の保全は全て県に責任があります。 

しかし、半の沢の谷埋め盛土は源頭部からの土石流の発生や両岸の露頭の崩壊、あ

るいは盛土の崩壊などによる道路への危険性はそのまま残されており、その被害を受

けるのは大鹿と中川村民です。100 年後 200 年後の村民が被害を受けたとしても事の

経過を事実に即して原因究明ができるように、村としても全ての関連資料をデジタル

データとして永久保存しておくべきと考えます。 

村長の見解を伺います。 

○村  長  主要地方道松川インター大鹿線の半の沢改良工事につきましては、長野県が責任を

持って進めているものというふうに認識をしております。 

実際に工事を施工いたしますのはＪＲ東海でございますが、前にも御質問もあった

し、私も答えてきたとおりでありますけれども、監督責任は長野県にあるというふう

に認識をしておるところでございます。 

議員のお尋ねの件でありますが、やはり、これがいつどうなったかっていうのは、

後々調べていったときに記録が残っていないということでは、原因の所在がどこにあ

るのか、何が原因だったのかっていうことが分からないわけでありますから、これが

データとして蓄積されていくっていうのは、何ていいますか、技術的なものを検証す

る意味でも大きいものだというふうに思っております。 

したがいまして、長野県にこのことは申入れをしていきたい、当然、長野県と情報

を共有する中で、重要な資料はできる限りデジタルデータとして保存するようにして

まいりたいというふうに思っております。 

〇５  番 （桂川 雅信） ぜひ、そうしていただきたいのですが、「村としても全ての関連資料

を」と私は書きましたが、関連資料の中には私がかつて村のリニア中央新幹線対策協

議会に出した意見書も含めて全ての資料をデジタルデータとして保管していただきた

いと思います。 

この道路ができるときには一体どんな議論が行われたのか、それから、その経過が

どうだったのか、第三者委員会の計画はどうだったのか、そして、土木構造物ってい

うのは造ってしまうと後が分からないんですよね、建築物は見えますので分かります

けれども、土木構造物は地面の下に全部入ってしまいますので全く分からなくなって

しまう、図面のとおりにできたかどうかも分からない、図面がなかったらもっと分か

らない、こういうことになりますので、土木構造物の記録のデータっていうのは事細

かく最初のデータの発端のところから保管をしておいていただきたい。 
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私は 100 年後と申し上げましたけれども、そんなに先の話じゃないです、100 年後っ

て。比較的早く訪れると思います。もしかしたら、私がここで申し上げた源頭部から

の土石流の発生っていうのは 100 年かからずに発生するかもしれないです。そのとき

にあそこに造った堰が本当に役に立つのかどうか、県道のところに被害が出ないのか

どうか、それはそのときになってみないと分からない。でも、発生したときに何でこ

んなことになってしまったのかっていうのは記録を見ないと分からないです。それは、

ぜひきちんと村としても残していただきたいと思います。 

３番目に移ります。 

「発達障害・不登校の児童生徒の教育機会の確保について（その１）」です。 

今回は、その１として化学物質過敏症の実態調査から始めてはどうかというのが今

回の意見です。 

県内の公立小中高校で、本年度、発達障害と判断された児童生徒は小中学校が 9,786

人、高校が 1,775 人で、ともに最多を更新したことが県教育委員会の調査で報告され

ています。小中学校、高校ともに調査を始めた 2007 年度以降、増え続けています。 

下に掲載したのは、先日、信濃毎日新聞の 11 月 18 日に掲載されたグラフですが、

10 年間ずっと増え続けております。 

症状別では、対人関係やコミュニケーションがうまくいかない、興味や活動が偏る

といった自閉症スペクトラム障害、ＡＳＤが小中学校で 4,765 人、高校 589 人となり、

多数を占めました。 

このほか、集中力が続かないなどの注意欠陥多動性障害、ＡＤＨＤが小中学校 1,508

人、高校 360 人、読み書きに困難があるなどの学習障害、ＬＤが小中学校 359 人、高

校 99 人などとされています。 

これらの症状別の経年変化を見ると、資料１に見るように圧倒的にＡＳＤが増加傾

向にあり、それも中学校では 2008 年からはそれまでの横ばいから急激な増加となっ

ていることが分かります。 

発達障害の子どもたちが増加している要因については、県教育委員会は発達障害へ

の社会的な認知が広まっていることが背景にあるとしていますが、増加傾向は 10 年

以上に及んでおり、認知が広がっただけでは説明がつかない部分もあります。 

８月に村で御講演いただいた北條祥子先生は環境過敏症の影響として子どもたちの

発達障害への広がりも指摘しており、この問題も調査をしてみる必要があると考えま

す。 

中川村議会厚生文教委員会では 11 月 24 日に開催された中部伊那議会研修における

分科会議題として「香害及び化学物質過敏症への全県的な取組強化について」を提案

し、小中学生の化学物質過敏症様症状についても教育機関や大学と連携して全県的な

実態調査を行うことを県に提案しています。 

この背景にあるいは、資料２で示しました上越教育大学教育学部の 2020 年３月紀

要論文において、2010 年 2013 年 2017 年の３度に及ぶ上越市内の１万人～１万 7,000

人の小学生を対象とした大規模調査では、中学３年生では 15％の生徒が化学物質過敏
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症様状を示していたと報告されており、その割合は小学１年生の６％程度から徐々に

増加していると指摘された点であります。 

この報告は衝撃的な内容で、医師の診断によるものではないためＭＳＣ様症状と記

されていますが、アンケート内容も厚労省の診断基準に準じて行われていることや８

年間で全市的に３回行われたデータ数から見ても、傾向としての信頼度は高いもので

す。 

このように小学入学時から中学３年時まで徐々に増加していく傾向は長野県の不校

数や特別支援学級の在籍率変化と傾向が類似している部分もあり、これらの原因究明

にとっても不可欠な作業になっているのではないかと思われます。 

子どもたちを取り巻く化学物質過敏症の実態は深刻さを増しており、このことが子

どもたちの健康と学習環境にどのような影響を与えているのか、詳細な調査が必要と

なっています。 

香りの害、香害に関わっている全国の超党派議員連盟でもこの上越教育大学の報告

を重く受け止めており、同様の調査アンケート資料を入手して全国的な実態調査を実

施するように私からも申入れをしたところです。 

中川村も上越市と同じ調査資料を用いて小中学生のアンケート調査を行い、子ども

たちがどの程度化学物質過敏症の影響を受けているのか、まず実態把握することを提

案します。 

教育長の見解を伺います。 

〇教 育 長  御指摘の点でありますけれども、児童生徒が直面する困難な状況につきまして環境

の問題に着目したお尋ねであるというふうに理解をさせていただいております。 

御指摘のように、現在、様々な背景要因によって苦戦する児童生徒が年々増えてい

るというふうに私も認識をしております。その状況が学校との関わりにおいては不登

校と言われる姿で顕在化しているということになります。そのことが児童生徒の成長、

発達にマイナスの影響を与える可能性があり、大きな課題となっております。 

本村においてもそれぞれの背景要因によって苦戦している児童生徒がおります。現

状に対しましては、学校、保護者の皆さん、そして保健福祉課など関係機関と連携し

て支援に取り組んでいるところでございます。 

議員のほうから発達障害あるいは不登校について、特別支援学級についての言及が

ございましたが、今日の中心課題ではないということだと思いますので、この点につ

いては、今日は言及を避けたいというふうに思っております。 

上越市における調査、これを見させていただきました。私も大変興味深い内容であ

るというふうに見させていただいたところでございます。 

議員から中川村においても同様の調査を行ってはどうかという御提案をいただきま

した。 

上越市の調査につきましては、診断ということではございませんが、大学の研究者

が専門的見地で関係機関と連携して作成、実施、分析をしたものであります。そうし

たことを考えますと、そのものを中川村でやるにしても、今、そうした知見や体制を
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持たない状況もございますので、村で中川村に当てはめて正しく調査することはそう

簡単なことではないだろうというふうに考えております。そうしたところから考えま

すと、現段階では調査を行うという考えは持っておりません。 

ただ、議員からもお話がありましたが、調査については県のほうにも御提案をいた

だいているということであります。化学物質過敏症について県レベルで関心を持って

いただき、もしその上で調査という動きになれば、これは必要なことだと思いますし、

そうした点では、教育委員会としても県ともこうした状況について情報共有を行うア

クションは取ってまいりたいというふうに思っております。 

また、上伊那の教育委員会、教育長さんとも情報共有をして、まずはこうした事実

があるっていうことを共有していく、そこから始めてみたいということも思っており

ます。 

上越市の調査については、むしろこの調査の結果から示唆されている面、私どもと

するとこの点について重視をして見ていきたいという思いがございます。対応につな

げていくのに重要な示唆だというふうに思っております。 

上越市の調査の結果につきましては、議員から御指摘があった児童生徒の割合のほ

かに次の点が示唆をされております。 

１つ目は年齢とともに増加傾向にあること。これは議員からも御指摘がございまし

た。つまり、年齢が上がるにしたがって化学物質の影響を受ける可能性が高くなって

いるという現状です。 

２つ目につきましては、運動習慣に着目をしまして、運動しない、もしくは筋トレ

を行っている場合には有意に割合が増加しているということ。 

それと、３つ目は、受動喫煙に着目して、例えば母親、兄弟、姉妹もしくは友人が

喫煙している場合には有意に割合が増加していること。さらに、周囲に喫煙者数が増

えるにつれて増加していること。 

こういったことがこの調査から示唆をされている点でございます。 

また、こうしたケースに対する学校の対応例もまとめられております。個々の実態

に応じて環境調整等を行った実例がまとめられていて、大変参考になるというふうに

思っております。 

中川村では、昨年度、議員も関わっていただいたケースとなると思いますが、化学

物質過敏症で苦しんだ生徒、御家族がおられました。一緒に考え、対応してきたとい

う経験を学校、教育委員会も有しております。こうした経験から、児童生徒の苦戦の

背景要因の１つとして化学物質過敏症を認識しております。 

また、本事例に心を寄せていただいた皆さんにより活動の輪が広がっており、こう

したことで私どももさらに認識を深めさせていただいているところでございます。 

この調査の最後には、上越市には化学物質過敏症の児童生徒はいないものの、まず

学校の先生方の理解が必要であること、このことが指摘をされております。 

また、対象となる児童生徒がいた場合には情報を共有して対応できるような、そん

な取組も指摘をされているところでございます。 
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こうしたことについては、これからも継続して学校とも共有し、先生方にも十分周

知をしてまいりたいと思いますし、教育委員会としましては取り組むべき重要な課題

として取り組んでいくと、そういう認識でおります。 

〇５  番 （桂川 雅信） 私がなぜ小中学生の調査をちょっと強調したのかっていうことだけ

は申し上げておきたいと思うんですが、先日、化学物質過敏症の専門家の講演があり

まして、その彼――柳沢先生という東京大学の元教授ですけれども――彼がかなり厳

しく言っていたのは、化学物質過敏症は、小さいときに発症していなくても、遅発性

神経障害――遅発性っていうのは遅れて発症する、遅発性神経障害を発症する人たち

が結構多いと。つまり、例えば高校へ行ったりする、あるいは成人してからも神経障

害を発症する人たちがいる。逆に言うと、子どものときにこれが見つかっていれば、

つまり、そういう傾向がある、化学物質過敏症の傾向があるということが把握されて

いれば、むしろ早い段階で治療ができる、あるいはそこの危険を回避することができ

る、そのことによって後年起こってくるそういった障害を回避することもできる。 

そういう目で見ると、今、教育長もおっしゃいましたけれども、上越教育大学のデー

タでは小学校１年生のときに６％、中学３年生になったら 15％の化学物質過敏症様症

状、それらしい症状がある。厚労省が決めた基準にのっとってアンケート票ができて

いますので、これは、むしろ早期にそういった子どもたちを見つけて対策を取っても

らう、そのことによって将来的に発症するかもしれない神経障害を回避することがで

きる。そういう意味では非常に重要な調査になると私は思っています。 

子どもたちの今の健康障害を見つけるだけではなくて将来的な神経障害を見つける

ことに可能性を開いていますので、ぜひこの調査は何らかの形で実施をしていただき

たいと思っています。 

実は、質問の中にも書きましたが、香害に関わっている超党派議員連名に私がこの

提案をして、議員連盟の世話役の人たちから、桂川さん、じゃあ上越教育大学の論文

を書いた人たちに調査票をもらえないか聞いてくれって言われました。もう、しよう

がないので――上越教育大学の紀要論文のファースト執筆者は永吉さんっていう方で、

上越教育大学じゃなくて新潟県立看護大学の先生ですが、彼がファーストの執筆者で

すので、私のほうで彼に連絡を取りました。それで、実は調査資料、アンケート調査

票をいただきました。どうぞ使ってくださいということでした。つまり、この論文を

発表した先生方から見ると上越市だけの問題ではないという認識をはっきり持ってい

らっしゃいます。 

この論文の執筆者の永吉さんっていう方は、今月――12 月１日２日に東京で行われ

た室内環境学会でも発表されていらっしゃいまして、その場でいろんな方とこの報告

をされています。 

私も実は全国でこの調査をしたいんだけれどもっていう話をしましたら、ぜひ使っ

てくださいという御意見でした。どういう形で使うかはちょっとあれですけれども。 

上越市だけでやってというのは、上越市の状況は分かるけれども、実際には、だけ

ど、もしかすると化学物質過敏症自体が全国に蔓延している可能性がある。というよ
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りも、むしろそういう状況のほうが今は強く感じられる。どこでも似たような状況が

今起こっているということはほぼ確実だと。それだったらば、それぞれの地域の学校

でこの問題をきちんと把握することが必要なんじゃないかと思います。 

化学物質過敏症はもう目の前にあります。先日の講演をお聞きになった方はお分か

りだと思いますが、誰でも発症している。花粉症と同じです。しかも、子どもたちか

ら今はもうスタートしているわけですから、大変重大な問題になりつつある。日本の

教育界全体にとっても、この問題を早く解決しないと行く行く大きな問題になる可能

性はあると思います。そういう意味でも、ぜひ調査を早めにやっていただきたいと思

います。調査資料は後日お届けしたいと思います。 

以上で私の質問を終わりにします。 

○議  長  これで桂川雅信議員の一般質問を終わります。 

これで本日の日程は全部終了しました。 

本日はこれで散会とします。 

御苦労さまでした。 

〇事務局長  御起立願います。（一同起立）礼。（一同礼） 

［午後３時２０分 散会］ 

 


